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(57)【要約】
　レーザ支援白内障手術の方法およびデバイスは、嚢切
開処置を実施するとき、眼の前方水晶体嚢に、形成され
た開口部を設けるために、１つまたは複数の治療レーザ
ビームを利用する。水晶体嚢上の治療ビーム経路に沿っ
て、組織のレーザ熱分離を容易にするために、光吸収剤
を前方水晶体嚢に加えることができる。治療ビームが適
用される前に、光吸収剤の存在を確認するために、また
任意選択で定量化するために、眼から、また任意選択で
外科的接触レンズからの相対もしくは絶対反射率を測定
することができる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　眼の前方水晶体嚢に開口部を設けるためのデバイスであって、
　前方水晶体嚢に閉曲線を形成する所定の治療パターンのためのプログラムされた走査プ
ロファイル、前方水晶体嚢で強力に吸収されるように選択された波長、および前方水晶体
嚢内のコラーゲンを熱的に変質させて、前方水晶体嚢組織を切除することなく、前記閉曲
線に沿って熱的な組織分離を生ずるように選択されたパワーを有する走査治療レーザビー
ムと、
　前方水晶体嚢における所定の視覚化パターンのためのプログラムされた走査プロファイ
ル、および可視スペクトル内の波長を有する走査視覚化レーザビームとを備え、
　前記視覚化パターンの寸法および幾何形状は、前記治療パターンとは異なる、デバイス
。
【請求項２】
　前記視覚化パターンの少なくとも一部は、前方水晶体嚢に設けられる前記開口部の望ま
しい境界を示しており、それにより、前方水晶体嚢上の前記治療パターンの位置合せを容
易にし、前記開口部の前記望ましい境界は、前記治療パターンの前記閉曲線とは位置が異
なっている、請求項１に記載のデバイス。
【請求項３】
　前記視覚化パターンの少なくとも一部は、眼の１つまたは複数の解剖学的特徴に対応し
、それにより、これらの解剖学的特徴に対する前記治療パターンの位置合せを容易にする
、請求項１に記載のデバイス。
【請求項４】
　前記視覚化パターンの少なくとも一部は、前方水晶体嚢に設けられる前記開口部の望ま
しい境界を示しており、前記開口部の前記望ましい境界は、前記治療パターンの前記閉曲
線とは異なっており、また前記視覚化パターンの少なくとも他の部分は、眼の１つまたは
複数の解剖学的特徴に対応する、請求項１に記載のデバイス。
【請求項５】
　前記治療レーザは、連続波レーザであり、前記治療レーザビームは、シングルパスで前
記治療パターンの前記閉曲線に沿って走査され、前記治療レーザビームのパワーは、前記
閉曲線に沿って実質的に一定である、請求項１に記載のデバイス。
【請求項６】
　前記治療レーザの走査は、約１０秒未満で完了する、請求項１に記載のデバイス。
【請求項７】
　前記治療レーザの走査は、約５秒未満で完了する、請求項６に記載のデバイス。
【請求項８】
　前記治療レーザの走査は、約１秒未満で完了する、請求項７に記載のデバイス。
【請求項９】
　前記治療ビームは、前方水晶体嚢におけるウエスト部に焦点が合わされ、かつ眼の網膜
上に入射すると発散し、また前記治療パターンは眼の中で発散し、その結果、前方水晶体
嚢における寸法および面積と比較して、網膜上でその寸法および面積が拡大する、請求項
１に記載のデバイス。
【請求項１０】
　前記治療レーザビームは、前方水晶体嚢で前記治療パターンの前記閉曲線に沿って、約
２０００Ｊ／ｃｍ2以下のフルエンスを提供し、眼の網膜上の対応する閉曲線に沿って約
１０Ｊ／ｃｍ2以下のフルエンスを提供する、請求項９に記載のデバイス。
【請求項１１】
　前記治療レーザビームは、前方水晶体嚢で前記治療パターンの前記閉曲線に沿って、約
２０００Ｗ／ｃｍ2以下のピーク放射照度を提供し、眼の網膜上の対応する閉曲線に沿っ
て約４００ｍＷ／ｃｍ2以下のピーク放射照度を提供する、請求項９に記載のデバイス。
【請求項１２】
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　前記治療レーザビームは、前方水晶体嚢で、約１００μｍから約３５０μｍの直径を有
する、請求項９に記載のデバイス。
【請求項１３】
　網膜上の前記治療ビームパターンは、眼の中心窩を回避する、請求項９に記載のデバイ
ス。
【請求項１４】
　前記治療パターンの開始時に、前記治療レーザビームの前記パワーは、約５ミリ秒から
約２００ミリ秒の期間中に、その全パワーの約ゼロから約９０％へと増加する、請求項１
に記載のデバイス。
【請求項１５】
　前記治療レーザは、平均速度未満の速度で前記閉曲線の内側の最初の点から前記閉曲線
の方向に走査され、その後、前記治療ビームは、前記平均速度で前記閉曲線に沿って走査
され、治療ビームパワーの前記増加は、前記治療ビームが前記閉曲線に達する前に完了す
る、請求項１４に記載のデバイス。
【請求項１６】
　前記治療レーザの前記波長は、前方水晶体嚢上に、その内部に、またはその上および内
部に配置された光吸収剤により強力に吸収されるように選択される、請求項１に記載のデ
バイス。
【請求項１７】
　前方水晶体嚢上に、またはその内部に、前記光吸収剤が存在することを示すように選択
された波長を有する検出レーザビームを備える、請求項１６に記載のデバイス。
【請求項１８】
　前記検出レーザビームは、前記光吸収剤により反射され、それにより、前記光吸収剤の
存在が示される、請求項１７に記載のデバイス。
【請求項１９】
　前記検出レーザビームは、前記閉曲線から離れた前方水晶体嚢の一部に狙いを定めて、
前記光吸収剤からの蛍光を励起し、それにより、前記光吸収剤の存在が示される、請求項
１７に記載のデバイス。
【請求項２０】
　前記光吸収剤により反射され、それにより、前記光吸収剤の存在が示される広帯域照明
を備える、請求項１６に記載のデバイス。
【請求項２１】
　前記広帯域照明は白色光である、請求項２０に記載のデバイス。
【請求項２２】
　眼の網膜に対する眼の角膜の焦点を合わせる能力を無効化する、またはほぼ無効化し、
かつ眼の中心窩から離れて走査パターンを屈折するように眼の上に配置された外科的接触
レンズと組み合わせて構成される、請求項１に記載のデバイス。
【請求項２３】
　眼の中へと送られ、ヒトの患者に知覚可能な周波数で明滅する可視光レーザビームであ
って、前記可視光レーザビームに対して前記患者により固定されると、眼の視線が確立さ
れる、可視光レーザビームを備える、請求項１に記載のデバイス。
【請求項２４】
　前記治療パターンは、前記可視光レーザビームにより決定された視線に対して中心化さ
れる、請求項２３に記載のデバイス。
【請求項２５】
　顕微鏡と統合される、請求項１に記載のデバイス。
【請求項２６】
　眼の屈折特性を測定するように構成された収差計と統合される、請求項１に記載のデバ
イス。
【請求項２７】
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　眼の前方水晶体嚢に開口部を設けるためのデバイスであって、
　治療レーザビームと、
　前記治療レーザビームが入射する２次元走査器であって、前記治療レーザビームが走査
されて、前方水晶体嚢に閉曲線を形成する所定の治療パターンに対するプログラムされた
走査プロファイルを有する２次元走査器と、
　前方水晶体嚢におけるウエスト部に前記治療レーザビームの焦点を合わせるように位置
決めされたレンズであって、前記治療ビームが、眼の網膜上で焦点がずれるように、その
ウエスト部から拡大する、レンズとを備え、
　前記治療パターンは、前記レンズと眼の間の治療パターンの不変部を通過し、
　前記治療レーザビームは、前方水晶体嚢で強力に吸収されるように選択された波長と、
前方水晶体嚢内のコラーゲンを熱的に変質させて、前方水晶体嚢組織を切除することなく
、前記治療パターンの前記閉曲線に沿って熱的な組織分離を生ずるように選択されたパワ
ーとを有する、デバイス。
【請求項２８】
　前記治療パターンは、眼の中で発散し、その結果、前方水晶体嚢における寸法および面
積と比較して、網膜上でその寸法および面積が拡大する、請求項２７に記載のデバイス。
【請求項２９】
　前記治療パターンは、網膜上の中心窩を回避する、請求項２８に記載のデバイス。
【請求項３０】
　前記治療レーザビームは、前方水晶体嚢で前記治療パターンの前記閉曲線に沿って、約
２０００Ｊ／ｃｍ2以下のフルエンスを提供し、眼の網膜上の対応する閉曲線に沿って約
１０Ｊ／ｃｍ2以下のフルエンスを提供する、請求項２８に記載のデバイス。
【請求項３１】
　前記治療レーザビームは、前方水晶体嚢で、前記治療パターンの前記閉曲線に沿って約
１００００Ｗ／ｃｍ2以下のピーク放射照度を提供し、眼の網膜上の対応する閉曲線に沿
って約４００ｍＷ／ｃｍ2以下のピーク放射照度を提供する、請求項２８に記載のデバイ
ス。
【請求項３２】
　前記治療レーザビームは、前方水晶体嚢で、約１００μｍから約３５０μｍの直径を有
する、請求項２８に記載のデバイス。
【請求項３３】
　可視スペクトル内の波長を有し、前記２次元走査器に入射する視覚化レーザビームを備
え、
　前記走査器は、前方水晶体嚢上で前記治療パターンの位置合せを容易にするために、前
記視覚化レーザビームが走査されて前方水晶体嚢に視覚化パターンを形成する、プログラ
ムされた走査プロファイルを有する、請求項２７に記載のデバイス。
【請求項３４】
　前記視覚化パターンの少なくとも一部は、前方水晶体嚢に設けられる前記開口部の望ま
しい境界を示しており、前記開口部の前記望ましい境界は、前記治療パターンの前記閉曲
線とは位置が異なっている、請求項３３に記載のデバイス。
【請求項３５】
　前記視覚化パターンの少なくとも一部は、眼の１つまたは複数の解剖学的特徴に対応す
る、請求項３３に記載のデバイス。
【請求項３６】
　前方水晶体嚢上で前記治療パターンの位置合せを容易にするために、前記治療ビームが
送られる前方水晶体嚢の手術野のビューと重畳される仮想の視覚化パターンを提示するよ
うにプログラムされたディスプレイを備える、請求項２７に記載のデバイス。
【請求項３７】
　前記仮想の視覚化パターンの少なくとも一部は、前方水晶体嚢に設けられる前記開口部
の望ましい境界を示しており、前記開口部の前記望ましい境界は、前記治療パターンの前
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記閉曲線とは位置が異なっている、請求項３６に記載のデバイス。
【請求項３８】
　前記仮想の視覚化パターンの少なくとも一部は、眼の１つまたは複数の解剖学的特徴に
対応する、請求項３６に記載のデバイス。
【請求項３９】
　前記治療レーザは、連続波レーザであり、前記治療レーザビームは、シングルパスで前
記閉曲線に沿って走査され、前記治療レーザビームのパワーは、前記閉曲線に沿って実質
的に一定である、請求項２７に記載のデバイス。
【請求項４０】
　前記治療レーザの走査は、約１０秒未満で完了する、請求項２７に記載のデバイス。
【請求項４１】
　前記治療レーザの走査は、約５秒未満で完了する、請求項４０に記載のデバイス。
【請求項４２】
　前記治療レーザの走査は、約１秒未満で完了する、請求項４１に記載のデバイス。
【請求項４３】
　前記治療パターンの開始時に、前記治療レーザビームの前記パワーは、約５ミリ秒から
約２００ミリ秒の期間中に、その全パワーの約ゼロから約９０％へと増加する、請求項２
７に記載のデバイス。
【請求項４４】
　前記治療レーザは、平均速度未満の速度で前記閉曲線の内側の最初の点から前記閉曲線
の方向に走査され、その後、前記治療ビームは、前記平均速度で前記閉曲線に沿って走査
され、治療ビームパワーの前記増加は、前記治療ビームが前記閉曲線に達する前に完了す
る、請求項４３に記載のデバイス。
【請求項４５】
　前記治療レーザの前記波長は、前方水晶体嚢上に、その内部に、またはその上および内
部に配置された光吸収剤により強力に吸収されるように選択される、請求項２７に記載の
デバイス。
【請求項４６】
　前方水晶体嚢上に、またはその内部に、前記光吸収剤が存在することを示すように選択
された波長を有する検出レーザビームを備える、請求項４５に記載のデバイス。
【請求項４７】
　前記検出レーザビームは、前記光吸収剤により反射され、それにより、前記光吸収剤の
存在が示される、請求項４６に記載のデバイス。
【請求項４８】
　前記検出レーザビームは、前記閉曲線から離れた前方水晶体嚢の一部に狙いを定めて、
前記光吸収剤からの蛍光を励起し、それにより、前記光吸収剤の存在を示す、請求項４６
に記載のデバイス。
【請求項４９】
　前記光吸収剤により反射され、それにより、前記光吸収剤の存在が示される広帯域照明
を備える、請求項４５に記載のデバイス。
【請求項５０】
　前記広帯域照明は白色光である、請求項４９に記載のデバイス。
【請求項５１】
　眼の網膜に対する眼の角膜の焦点を合わせる能力を無効化する、またはほぼ無効化し、
かつ眼の中心窩から離れるように走査パターンを屈折するように眼の上に配置された外科
的接触レンズと組み合わせて構成される、請求項２７に記載のデバイス。
【請求項５２】
　前記治療ビームパワーをモニタするために、前記走査器が前記治療ビームを送ることの
できる光検出器を備える、請求項２７に記載のデバイス。
【請求項５３】
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　前記光検出器は、前記走査器が、前記走査器の動作を確認するために、前記治療ビーム
をその上で走査できるアレイ検出器である、請求項５２に記載のデバイス。
【請求項５４】
　眼の中へと送られ、ヒトの患者に知覚可能な周波数で明滅する可視光レーザビームであ
って、前記可視光レーザビームに対して前記患者により固定されると、眼の視線が確立さ
れる、可視光レーザビームを備える、請求項２７に記載のデバイス。
【請求項５５】
　前記治療パターンは、前記可視光レーザビームにより決定された視線に対して中心化さ
れる、請求項５４に記載のデバイス。
【請求項５６】
　顕微鏡と統合される、請求項２７に記載のデバイス。
【請求項５７】
　前記治療ビームの光路は、前記顕微鏡の光学的な構成要素を共用する、請求項５６に記
載のデバイス。
【請求項５８】
　眼の屈折測定を行うように構成された収差計と統合される、請求項２７に記載のデバイ
ス。
【請求項５９】
　前記収差計の眼に対する光路は、前記走査器を含む、請求項５８に記載のデバイス。
【請求項６０】
　眼の前方水晶体嚢に開口部を設けるためのデバイスであって、
　シングルパスで、前方水晶体嚢に閉曲線を形成する所定の治療パターンのためのプログ
ラムされた走査プロファイルと、前方水晶体嚢で強力に吸収されるように選択された波長
と、前方水晶体嚢内のコラーゲンを熱的に変質させて、前方水晶体嚢組織を切除すること
なく前記閉曲線に沿って熱的な組織分離を生じるように選択されたパワーとを有する連続
波走査治療レーザビームを備え、
　前記治療パターンの開始時に、前記治療レーザの前記パワーは、約５ミリ秒から約２０
０ミリ秒の期間中に、その全パワーの約ゼロから約９０％へと増加する、デバイス。
【請求項６１】
　前記治療レーザは、パワーの前記増加中に、前記閉曲線の内側の最初の点から、前記閉
曲線の方向に走査される、請求項６０に記載のデバイス。
【請求項６２】
　前記増加は、前記治療ビームが前記閉曲線に達する前に完了し、前記治療ビームパワー
は、前記閉曲線に沿って実質的に一定である、請求項６１に記載のデバイス。
【請求項６３】
　前記治療レーザは、平均速度未満の速度で前記閉曲線に向けて走査され、その後、前記
治療ビームは、前記平均速度で前記閉曲線に沿って走査される、請求項６２に記載のデバ
イス。
【請求項６４】
　前記治療レーザは、約１０秒以下で治療パターン全体を走査する、請求項６０に記載の
デバイス。
【請求項６５】
　前記治療レーザは、約５秒以下で治療パターン全体を走査する、請求項６４に記載のデ
バイス。
【請求項６６】
　前記治療レーザは、約１秒以下で治療パターン全体を走査する、請求項６５に記載のデ
バイス。
【請求項６７】
　前記治療ビームは、前方水晶体嚢におけるウエスト部に焦点が合わされ、かつ眼の網膜
上に入射すると発散し、また前記治療パターンは眼の中で発散し、その結果、前方水晶体
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嚢における寸法および面積と比較して、網膜上でその寸法および面積が拡大する、請求項
６０に記載のデバイス。
【請求項６８】
　前記治療レーザビームは、前方水晶体嚢で前記治療パターンの前記閉曲線に沿って、約
２０００Ｊ／ｃｍ2以下のフルエンスを提供し、眼の網膜上の対応する閉曲線に沿って約
１０Ｊ／ｃｍ2以下のフルエンスを提供する、請求項６７に記載のデバイス。
【請求項６９】
　前記治療レーザビームは、前方水晶体嚢で、前記治療パターンの前記閉曲線に沿って、
約１００００Ｗ／ｃｍ2以下のピーク放射照度を提供し、眼の網膜上の対応する閉曲線に
沿って約４００ｍＷ／ｃｍ2以下のピーク放射照度を提供する、請求項６７に記載のデバ
イス。
【請求項７０】
　前記治療レーザビームは、前方水晶体嚢で、約１００μｍから約３５０μｍの直径を有
する、請求項６７に記載のデバイス。
【請求項７１】
　網膜上の前記治療ビームパターンは、眼の中心窩を回避する、請求項６７に記載のデバ
イス。
【請求項７２】
　可視スペクトル内の波長を有し、前記２次元走査器上に入射する視覚化レーザビームを
備え、
　前記走査器は、前記治療パターンを前方水晶体嚢上で位置合せを容易にするために、前
記視覚化レーザビームが走査されて前方水晶体嚢に視覚化パターンを形成する、プログラ
ムされた走査プロファイルを有し、
　前記視覚化パターンの少なくとも一部は、前方水晶体嚢に設けられる前記開口部の望ま
しい境界を示しており、前記開口部の前記望ましい境界は、前記治療パターンの前記閉曲
線とは位置が異なっている、請求項６０に記載のデバイス。
【請求項７３】
　可視スペクトル内の波長を有し、前記２次元走査器上に入射する視覚化レーザビームを
備え、
　前記走査器は、前記治療パターンを前方水晶体嚢上で位置合せを容易にするために、前
記視覚化レーザビームが走査されて前方水晶体嚢に視覚化パターンを形成する、プログラ
ムされた走査プロファイルを有し、
　前記視覚化パターンの少なくとも一部は、眼の１つまたは複数の解剖学的特徴に対応す
る、請求項６０に記載のデバイス。
【請求項７４】
　前方水晶体嚢上で前記治療パターンの位置合せを容易にするために、前記治療ビームが
送られる前方水晶体嚢の手術野のビューと重畳される仮想の視覚化パターンを提示するよ
うにプログラムされたディスプレイを備える、請求項６０に記載のデバイス。
【請求項７５】
　前記仮想の視覚化パターンの少なくとも一部は、前方水晶体嚢に設けられる前記開口部
の望ましい境界を示しており、前記開口部の前記望ましい境界は、前記治療パターンの前
記閉曲線とは位置が異なっている、請求項７４に記載のデバイス。
【請求項７６】
　前記仮想の視覚化パターンの少なくとも一部は、眼の１つまたは複数の解剖学的特徴に
対応する、請求項７４に記載のデバイス。
【請求項７７】
　前記治療レーザの前記波長は、前方水晶体嚢上に、その内部に、またはその上および内
部に配置された光吸収剤により強力に吸収されるように選択される、請求項６０に記載の
デバイス。
【請求項７８】
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　前方水晶体嚢上に、またはその内部に、前記光吸収剤が存在することを示すように選択
された波長を有する検出レーザビームを備える、請求項７７に記載のデバイス。
【請求項７９】
　前記検出レーザビームは、前記光吸収剤により反射され、それにより、前記光吸収剤の
存在が示される、請求項７８に記載のデバイス。
【請求項８０】
　前記検出レーザビームは、前記閉曲線から離れた前方水晶体嚢の一部に狙いを定めて、
前記光吸収剤からの蛍光を励起し、それにより、前記光吸収剤の存在が示される、請求項
７８に記載のデバイス。
【請求項８１】
　前記光吸収剤により反射され、それにより、前記光吸収剤の存在が示される広帯域照明
を備える、請求項７７に記載のデバイス。
【請求項８２】
　前記広帯域照明は白色光である、請求項８１に記載のデバイス。
【請求項８３】
　眼の網膜に対する眼の角膜の焦点を合わせる能力を無効化する、またはほぼ無効化し、
かつ眼の中心窩から離れて走査パターンを屈折するように眼の上に配置された外科的接触
レンズと組み合わせて構成される、請求項６０に記載のデバイス。
【請求項８４】
　眼の中へと送られ、ヒトの患者に知覚可能な周波数で明滅する可視光レーザビームであ
って、前記可視光レーザビームに対して前記患者により固定されると、眼の視線が確立さ
れる、可視光レーザビームを備える、請求項６０に記載のデバイス。
【請求項８５】
　前記治療パターンは、前記可視光レーザビームにより決定された視線に対して中心化さ
れる、請求項８４に記載のデバイス。
【請求項８６】
　顕微鏡と統合される、請求項６０に記載のデバイス。
【請求項８７】
　眼の屈折特性を測定するように構成された収差計と統合される、請求項６０に記載のデ
バイス。
【請求項８８】
　眼の前方水晶体嚢に開口部を設けるためのデバイスであって、
　治療レーザビームと、
　前記治療レーザビームが入射する２次元走査器であって、前記治療レーザビームが走査
されて、前方水晶体嚢に閉曲線を形成する所定の治療パターンに対するプログラムされた
走査プロファイルを有する２次元走査器と、
　前方水晶体嚢におけるウエスト部に前記治療レーザビームの焦点を合わせるように位置
決めされたレンズであって、前記治療ビームが、眼の網膜上で焦点がずれるように、その
ウエスト部から拡大する、レンズと、
　前記治療レーザビームと光路を共用する第１の可視光視覚化レーザビームと、
　前記治療レーザビームの前記ウエスト部で、または前記ウエスト部付近で、前記第１の
視覚化レーザビームと交差する第２の可視光視覚化レーザビームとを備え、
　前記治療レーザビームは、前方水晶体嚢で強力に吸収されるように選択された波長と、
前方水晶体嚢内のコラーゲンを熱的に変質させて、前方水晶体嚢組織を切除することなく
、前記治療パターンの前記閉曲線に沿って熱的な組織分離を生ずるように選択されたパワ
ーとを有する、デバイス。
【請求項８９】
　前記第１の視覚化レーザビーム、および前記第２の視覚化レーザビームは、前記第１の
視覚化レーザビームの前記光路と、前記第２の視覚化レーザビームの前記光路との間で、
前記走査器を揺動させることにより、前記走査器上に入射する単一の可視光レーザビーム
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から作られる、請求項８８に記載のデバイス。
【請求項９０】
　前記第１の視覚化レーザビームは、前記治療ビームの前記ウエスト部に直角な線を形成
するように前記走査器により走査され、前記第２の視覚化レーザビームは、レンズにより
前記線と交差するウエスト部に対して焦点が合わせられる、請求項８９に記載のデバイス
。
【請求項９１】
　レーザビームが放射されないスタンバイモードと、
　前記第１の視覚化レーザビームおよび前記第２の視覚化レーザビームが、前方水晶体嚢
に対して前記治療ビームの前記ウエスト部の位置調整を容易にするために放射されており
、前記治療レーザビームは放射されていない深さ位置合せモードと、
　前記第１の視覚化レーザビームが、前記望ましい開口部の位置決めを、したがって、前
記閉曲線の位置決めをガイドするために、前方水晶体嚢上に視覚化パターンを投影するよ
うに放射され、前記第２の視覚化レーザビームが放射されておらず、前記治療レーザビー
ムも放射されていない準備完了モードと、
　前記治療レーザビームが放射され、前方水晶体嚢上に入射する放射モードと
の間で切換え可能である、請求項８８に記載のデバイス。
【請求項９２】
　深さ位置合せモード中に、前記第１の視覚化レーザビームは、前記走査器により走査さ
れて、前記治療ビームの前記ウエスト部に直角な線を形成し、前記第２の視覚化レーザビ
ームは、レンズにより前記線と交差するウエスト部に対して焦点が合わせられる、請求項
９１に記載のデバイス。
【請求項９３】
　足で活動化可能な第１のボタンと、前記第１のボタンを不注意な活動化から遮蔽する囲
い板と、前記囲い板の外側表面上に位置する足で活動化可能な第２のボタンとを含む足で
操作可能な制御機構を備え、
　前記第２のボタンは、スタンバイモードから深さ位置合せモードに切り換えるように足
で活動化され、次いで、深さ位置合せモードから準備完了モードに切り換えるように再度
足で活動化することができ、前記第１のボタンは、準備完了モードから放射モードに切り
換えるように足で活動化することができ、その後に、デバイスは、スタンバイモードまた
は準備完了モードへ戻る、請求項９１に記載のデバイス。
【請求項９４】
　視覚化サイジングモードであって、
　前記第１の視覚化レーザビームが、前記望ましい開口部の位置決めを、したがって、前
記治療ビームパターンの前記閉曲線の位置決めをガイドするために、前方水晶体嚢上に、
視覚化サイジングモードパターンを投影するように放射され、
　前記視覚化サイジングモードパターンの寸法は、前記治療ビームにより形成される前記
開口部の対応する寸法を変化させるように調整可能であり、
　前記第２の視覚化レーザビームが放射されず、かつ
　前記治療レーザビームが放射されない
視覚化サイジングモードへ出入りするように切換え可能である、請求項９１に記載のデバ
イス。
【請求項９５】
　足で活動化可能な第１のボタンと、前記第１のボタンを不注意な活動化から遮蔽する囲
い板と、前記囲い板の外側表面上に位置する足で活動化可能な第２のボタンとを含む足で
操作可能な制御機構を備え、
　前記第２のボタンは、スタンバイモードから深さ位置合せモードに切り換えるように足
で活動化され、次いで、深さ位置合せモードから視覚化サイジングモードに切り換えるよ
うに再度足で活動化され、次いで、視覚化サイジングモードから準備完了モードに切り換
えるように再度活動化することができ、前記第１のボタンは、準備完了モードから放射モ
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ードに切り換えるように足で活動化することができ、その後に、デバイスは、スタンバイ
モードまたは準備完了モードに戻る、請求項９４に記載のデバイス。
【請求項９６】
　前記足で操作可能な制御機構は、前記視覚化サイジングモードで投影される前記視覚化
サイジングパターンの前記寸法を制御する１つまたは複数の足で活動化可能なボタンを含
む、請求項９５に記載のデバイス。
【請求項９７】
　前記準備完了モードで投影される前記視覚化パターンは、前記治療パターンとは寸法お
よび幾何形状が異なっている、請求項９１に記載のデバイス。
【請求項９８】
　前記準備完了モードで投影される前記視覚化パターンは、前方水晶体嚢に設けられる前
記開口部の望ましい境界を示しており、前記開口部の前記望ましい境界は、前記治療パタ
ーンの前記閉曲線とは位置が異なっている、請求項９１に記載のデバイス。
【請求項９９】
　前記準備完了モードで投影される前記視覚化パターンの少なくとも一部は、眼の１つま
たは複数の解剖学的特徴に対応する、請求項９１に記載のデバイス。
【請求項１００】
　視覚化サイジングモードで投影される前記視覚化サイジングパターンは、準備完了モー
ドで投影される前記視覚化パターンとは幾何形状が異なる、請求項９４に記載のデバイス
。
【請求項１０１】
　前記治療パターンは眼の中で発散し、その結果、前方水晶体嚢における寸法および面積
と比較して、網膜上のその寸法および面積が拡大する、請求項８８に記載のデバイス。
【請求項１０２】
　前記治療パターンは、前記レンズと眼の間の治療パターンの不変部を通過する、請求項
８８に記載のデバイス。
【請求項１０３】
　前記治療パターンは、前記網膜上の中心窩を回避する、請求項８８に記載のデバイス。
【請求項１０４】
　前記治療レーザビームは、前方水晶体嚢で、約１００μｍから約３５０μｍの直径を有
する、請求項８８に記載のデバイス。
【請求項１０５】
　前記治療レーザは、連続波レーザであり、前記治療レーザビームは、シングルパスで前
記閉曲線に沿って走査され、前記治療レーザビームのパワーは、前記閉曲線に沿って実質
的に一定である、請求項８８に記載のデバイス。
【請求項１０６】
　前記治療パターンの開始時に、前記治療レーザビームの前記パワーは、約５ミリ秒から
約２００ミリ秒の期間中に、その全パワーの約ゼロから約９０％へと増加する、請求項８
８に記載のデバイス。
【請求項１０７】
　前記治療レーザは、平均速度未満の速度で前記閉曲線の内側の最初の点から前記閉曲線
の方向に走査され、その後、前記治療ビームは、前記平均速度で前記閉曲線に沿って走査
され、治療ビームパワーの前記増加は、前記治療ビームが前記閉曲線に達する前に完了す
る、請求項１０６に記載のデバイス。
【請求項１０８】
　前記治療レーザの前記波長は、前方水晶体嚢上に、その内部に、またはその上および内
部に配置された光吸収剤により強力に吸収されるように選択される、請求項８８に記載の
デバイス。
【請求項１０９】
　眼の網膜に対する眼の角膜の焦点を合わせる能力を無効化する、またはほぼ無効化し、
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かつ眼の中心窩から離れて走査パターンを屈折するように眼の上に配置された外科的接触
レンズと組み合わせて構成される、請求項８８に記載のデバイス。
【請求項１１０】
　眼の中へと送られ、ヒトの患者に知覚可能な周波数で明滅する可視光レーザビームであ
って、前記可視光レーザビームに対して前記患者により固定されると、眼の視線が確立さ
れる、可視光レーザビームを備える、請求項８８に記載のデバイス。
【請求項１１１】
　前記治療パターンは、前記可視光レーザビームにより決定された視線に対して中心化さ
れる、請求項１１０に記載のデバイス。
【請求項１１２】
　顕微鏡と統合される、請求項８８に記載のデバイス。
【請求項１１３】
　前記治療ビーム光路は、前記顕微鏡と光学的構成要素を共用する、請求項１１２に記載
のデバイス。
【請求項１１４】
　眼の前方水晶体嚢に開口部を設けるためのデバイスであって、
　前方水晶体嚢に閉曲線を形成する所定の治療パターンのためのプログラムされた走査プ
ロファイル、前方水晶体嚢で強力に吸収されるように選択された波長、および前方水晶体
嚢内のコラーゲンを熱的に変質させて、前方水晶体嚢組織を切除することなく、前記閉曲
線に沿って熱的な組織分離を生ずるように選択されたパワーを有する走査治療レーザビー
ムと、
　前記治療ビームが送られる前方水晶体嚢の手術野のビューと重畳される仮想の視覚化パ
ターンを提示するようにプログラムされたディスプレイとを備え、
　前記仮想の視覚化パターンの寸法および幾何形状は、前記治療パターンとは異なってい
る、デバイス。
【請求項１１５】
　前記仮想の視覚化パターンの少なくとも一部は、前方水晶体嚢に設けられる前記開口部
の望ましい境界を示しており、それにより、前方水晶体嚢上の前記治療パターンの位置合
せを容易にし、前記開口部の前記望ましい境界は、前記治療パターンの前記閉曲線とは位
置が異なっている、請求項１１４に記載のデバイス。
【請求項１１６】
　前記仮想の視覚化パターンの少なくとも一部は、眼の１つまたは複数の解剖学的特徴に
対応し、それにより、これらの解剖学的特徴に対する前記治療パターンの位置合せを容易
にする、請求項１１４に記載のデバイス。
【請求項１１７】
　前記仮想の視覚化パターンの少なくとも一部は、前方水晶体嚢に設けられる前記開口部
の望ましい境界を示しており、前記開口部の前記望ましい境界は、前記治療パターンの前
記閉曲線とは異なっており、また前記仮想の視覚化パターンの少なくとも他の部分は、眼
の１つまたは複数の解剖学的特徴に対応する、請求項１１４に記載のデバイス。
【請求項１１８】
　前記治療レーザは、連続波レーザであり、前記治療レーザビームは、シングルパスで前
記治療パターンの前記閉曲線に沿って走査され、前記治療レーザビームのパワーは、前記
閉曲線に沿って実質的に一定である、請求項１１４に記載のデバイス。
【請求項１１９】
　前記治療レーザの走査は、約１０秒未満で完了する、請求項１１４に記載のデバイス。
【請求項１２０】
　前記治療レーザの走査は、約５秒未満で完了する、請求項１１９に記載のデバイス。
【請求項１２１】
　前記治療レーザの走査は、約１秒未満で完了する、請求項１２０に記載のデバイス。
【請求項１２２】
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　前記治療ビームは、前方水晶体嚢におけるウエスト部に焦点が合わされ、かつ眼の網膜
上に入射すると発散し、また前記治療パターンは眼の中で発散し、その結果、前方水晶体
嚢における寸法および面積と比較して、網膜上でその寸法および面積が拡大する、請求項
１１４に記載のデバイス。
【請求項１２３】
　前記治療レーザビームは、前方水晶体嚢で前記治療パターンの前記閉曲線に沿って、約
２０００Ｊ／ｃｍ2以下のフルエンスを提供し、眼の網膜上の対応する閉曲線に沿って約
１０Ｊ／ｃｍ2以下のフルエンスを提供する、請求項１２２に記載のデバイス。
【請求項１２４】
　前記治療レーザビームは、前方水晶体嚢で前記治療パターンの前記閉曲線に沿って、約
１００００Ｗ／ｃｍ2以下のピーク放射照度を提供し、眼の網膜上の対応する閉曲線に沿
って約４００ｍＷ／ｃｍ2以下のピーク放射照度を提供する、請求項１２２に記載のデバ
イス。
【請求項１２５】
　前記治療レーザビームは、前方水晶体嚢で、約１００μｍから約３５０μｍの直径を有
する、請求項１２２に記載のデバイス。
【請求項１２６】
　網膜上の前記治療ビームパターンは、眼の中心窩を回避する、請求項１２２に記載のデ
バイス。
【請求項１２７】
　前記治療パターンの開始時に、前記治療レーザビームの前記パワーは、約５ミリ秒から
約２００ミリ秒の期間中に、その全パワーの約ゼロから約９０％へと増加する、請求項１
１４に記載のデバイス。
【請求項１２８】
　前記治療レーザは、平均速度未満の速度で前記閉曲線の内側の最初の点から前記閉曲線
の方向に走査され、その後、前記治療ビームは、前記平均速度で前記閉曲線に沿って走査
され、治療ビームパワーの前記増加は、前記治療ビームが前記閉曲線に達する前に完了す
る、請求項１２７に記載のデバイス。
【請求項１２９】
　前記治療レーザの前記波長は、前方水晶体嚢上に、その内部に、またはその上および内
部に配置された光吸収剤により強力に吸収されるように選択される、請求項１１４に記載
のデバイス。
【請求項１３０】
　前方水晶体嚢上に、またはその内部に、前記光吸収剤が存在することを示すように選択
された波長を有する検出レーザビームを備える、請求項１２９に記載のデバイス。
【請求項１３１】
　前記検出レーザビームは、前記光吸収剤により反射され、それにより、前記光吸収剤の
存在が示される、請求項１３０に記載のデバイス。
【請求項１３２】
　前記検出レーザビームは、前記閉曲線から離れた前方水晶体嚢の一部に狙いを定めて、
前記光吸収剤からの蛍光を励起し、それにより、前記光吸収剤の存在が示される、請求項
１３０に記載のデバイス。
【請求項１３３】
　前記光吸収剤により反射され、それにより、前記光吸収剤の存在が示される広帯域照明
を備える、請求項１２９に記載のデバイス。
【請求項１３４】
　前記広帯域照明は白色光である、請求項１３３に記載のデバイス。
【請求項１３５】
　眼の網膜に対する眼の角膜の焦点を合わせる能力を無効化する、またはほぼ無効化し、
かつ眼の中心窩から離れて走査パターンを屈折するように眼の上に配置された外科的接触
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レンズと組み合わせて構成される、請求項１１４に記載のデバイス。
【請求項１３６】
　眼の中へと送られ、ヒトの患者に知覚可能な周波数で明滅する可視光レーザビームであ
って、前記可視光レーザビームに対して前記患者により固定されると、眼の視線が確立さ
れる、可視光レーザビームを備える、請求項１１４に記載のデバイス。
【請求項１３７】
　前記治療パターンは、前記可視光レーザビームにより決定された視線に対して中心化さ
れる、請求項１３６に記載のデバイス。
【請求項１３８】
　顕微鏡と統合される、請求項１１４に記載のデバイス。
【請求項１３９】
　眼の屈折特性を測定するように構成された収差計と統合される、請求項１１４に記載の
デバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願の相互参照
　本特許出願は、以下の米国特許出願に関連し、かつそれらの優先権の利益を主張する、
すなわち、２０１４年２月２８日に出願された「Ｌａｓｅｒ　Ａｓｓｉｓｔｅｄ　Ｃａｔ
ａｒａｃｔ　Ｓｕｒｇｅｒｙ」と題する米国特許出願第１４／１９３，５９２号、２０１
４年２月２８日に出願された「Ｌａｓｅｒ　Ａｓｓｉｓｔｅｄ　Ｃａｔａｒａｃｔ　Ｓｕ
ｒｇｅｒｙ」と題する米国特許出願第１４／１９３，６３０号、２０１４年２月２８日に
出願された「Ｌａｓｅｒ　Ａｓｓｉｓｔｅｄ　Ｃａｔａｒａｃｔ　Ｓｕｒｇｅｒｙ」と題
する米国特許出願第１４／１９３，６７１号、２０１４年２月２８日に出願された「Ｌａ
ｓｅｒ　Ａｓｓｉｓｔｅｄ　Ｃａｔａｒａｃｔ　Ｓｕｒｇｅｒｙ」と題する米国特許出願
第１４／１９３，７１６号、２０１４年４月４日に出願された「Ｌａｓｅｒ　Ａｓｓｉｓ
ｔｅｄ　Ｃａｔａｒａｃｔ　Ｓｕｒｇｅｒｙ」と題する米国特許仮出願第６１／９７５，
５０６号、および２０１４年９月８日に出願された「Ｌａｓｅｒ　Ａｓｓｉｓｔｅｄ　Ｃ
ａｔａｒａｃｔ　Ｓｕｒｇｅｒｙ」と題する米国特許仮出願第６２／０４７，３７３号で
あり、そのそれぞれの全体を参照により本明細書に組み込む。
　本発明は、一般に、レーザ支援による眼科手術に関し、より詳細には、嚢切開を実施す
るのに１つまたは複数のレーザを用いる方法およびデバイスに関する。
【背景技術】
【０００２】
　白内障は、視力低下の一般的な原因であり、また失明の主な原因である。少なくとも１
億の眼が、メートルで６／６０（すなわち、フィートで２０／２００）未満の視力を生ず
る白内障を有している。白内障摘出は、世界で最も一般に行われている外科的処置であり
、世界中で２２００万件を超える症例が推定され、北アメリカでは毎年３００万件を超え
る症例が実施されている。一般に、２つのタイプの白内障手術がある、すなわち、水晶体
超音波乳化吸引術を用いる小切開白内障手術、および嚢外白内障摘出である。
【０００３】
　水晶体超音波乳化吸引術を用いる小切開白内障手術において、より一般的な手法では、
約２ミリメートル（ｍｍ）の切開が角膜に作られ、洗浄、吸引、および水晶体超音波乳化
吸引を用いて、不透明になった自然の水晶体が除去されるが、弾性的な水晶体嚢は完全な
まま残して、眼内レンズ（ＩＯＬ）の植込みおよび保持を可能にする。現在、嚢外白内障
摘出手術は、より侵襲性のある処置であり、資源の少ない発展途上国で実施されている。
この処置は、６ｍｍ以上の大きな切開が強膜に作られて、完全に不透明になった自然の水
晶体を除去する。
　これらの両方の外科的処置のより重要な構成要素の１つは、嚢切開（被膜切開とも呼ば
れる）であり、それは、水晶体核および水晶体皮質の除去を可能にするために作られる水
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晶体嚢における切開である。水晶体嚢は、コラーゲンを含む透明であり、均質な基底膜で
ある。それは、弾性繊維を含まずに弾性のある特性を有する。嚢は、毛様小帯が取り付け
られるその赤道以外は、滑らかな表面輪郭を有する。
【０００４】
　通常、嚢切開は、視線に関して中心化され、かつＩＯＬおよび患者の状態に適切な寸法
の対称的な円形切開部を設ける。新しく形成された切開部のエッジ周りの機械的な完全性
は、白内障摘出およびＩＯＬの植込み中に受ける力に耐えるように十分である必要がある
。術後に、新しく形成された嚢の縁部は硬化し、また開口部は収縮して、ＩＯＬに対して
さらなる強度および構造的な支持を提供し、変位および位置ずれを阻止する。
　嚢切開に対する現在の医療標準は、連続環状嚢切開（ＣＣＣ）である。ＣＣＣの概念は
、水晶体超音波乳化吸引術および眼内レンズ挿入のために、前方水晶体嚢を通る滑らかな
連続する円形開口部を提供することであり、誤った裂離および拡大を含む合併症の危険を
最小化する。現在、嚢切開は、鉗子または針を手動で用いて実施される。この技法は、切
開を手動で裂くために、剪断力を加え、かつ平面内伸張力を最小化することに依存してい
る。このような方法で、嚢切開を実施する際に生ずるおそれのある１つの合併症は、誤っ
た裂離である。誤った裂離は、半径方向の裂け目、および嚢赤道の方向への嚢切開部の拡
大である。誤った裂離が、毛様小帯の取付け部に達した場合、裂け目は、嚢の結膜円蓋か
ら外に、おそらく嚢の後方へと導かれるはずである。後方嚢の裂け目は、核を後眼房内に
容易に「落下する」ようにし、さらなる合併症が生ずる。
　嚢切開で生ずるおそれのあるさらなる問題は、赤色反射（網膜からの光の赤味がかった
反射）が不足していることにより、外科医が、十分な安全性で把持するために、嚢を適切
に視覚化できないこと、または適切な寸法の滑らかで対称的な円形開口部を裂くことがで
きないことに関する。さらなる困難は、最初の開口後に前眼房深さを維持すること、瞳孔
の小さな寸法、または水晶体の不透明さによる赤色反射のないことに関する可能性がある
。さらなる合併症は、弱い毛様小帯を有する年配の患者で、または機械的に裂くことが非
常に困難な、非常に柔らかく、かつ弾性のある嚢を有する幼児で生ずる。
【０００５】
　白内障手術の後に、嚢が硬化して嚢収縮が始まる１～２日の速い反応がある。この収縮
は、４～６週間にわたって継続し、嚢切開部とＩＯＬ光学部の界面の線維症、およびＩＯ
Ｌ支持部と嚢の界面の線維症がさらに生ずる。１年を越える場合であっても、嚢は、わず
かに収縮し続ける。したがって、嚢切開部を位置決めすることは、長期間の成功が達成さ
れるための重要な因子である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　したがって、嚢切開に対する医療の標準を進歩させるために、新しい眼科の方法、技法
、およびデバイスを提供することが当技術分野で求められている。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本明細書は、レーザ支援の眼科手術法およびデバイスを開示する。
　一態様では、眼の前方水晶体嚢に開口部を設けるためのデバイスは、前方水晶体嚢で閉
曲線を形成する所定の治療パターンに対するプログラムされた走査プロファイルを有する
走査治療レーザビームを備える。治療レーザは、前方水晶体嚢で強力に吸収されるように
選択された波長と、前方水晶体嚢のコラーゲンを熱的に変質させて、前方水晶体嚢組織を
切除することなく、閉曲線に沿って熱的な組織分離を生ずるように選択されたパワーとを
有する。デバイスはまた、前方水晶体嚢における所定の視覚化パターンのためのプログラ
ムされた走査プロファイルと、可視スペクトル内の波長とを有する走査視覚化レーザビー
ムを備える。
　視覚化パターンは、寸法および幾何形状で治療パターンとは異なる。視覚化パターンの
少なくとも一部は、例えば、前方水晶体嚢に設ける開口部の望ましい境界を示し、それに
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より、前方水晶体嚢上の治療パターンの位置合せを容易にすることができる。通常、開口
部の望ましい境界は、熱的な組織分離中およびその後の閉曲線に隣接した前方水晶体嚢組
織の収縮の結果である治療パターンの閉曲線とは位置が異なる。代替的に、またはさらに
、視覚化パターンの少なくとも一部は、眼の１つまたは複数の解剖学的特徴に対応してお
り、それにより、これらの解剖学的特徴に対する治療パターンの位置合せを容易にするこ
とができる。
【０００８】
　他の態様では、眼の前方水晶体嚢で開口部を設けるためのデバイスは、治療レーザビー
ムと、治療レーザビームが入射する２次元走査器とを備える。走査器は、治療レーザビー
ムが走査されて、前方水晶体嚢に閉曲線を形成する所定の治療パターンに対するプログラ
ムされた走査プロファイルを有する。デバイスは、前方水晶体嚢におけるウエスト部に治
療レーザビームの焦点を合わせるように位置決めされたレンズを備え、治療ビームは、そ
のウエスト部から、眼の網膜上で焦点ずれを起こすように拡大する。治療パターンは、レ
ンズと眼の間の治療パターンの不変部（ｉｎｖａｒｉａｎｔ）および／または治療パター
ンのウエスト部を通過する。治療レーザビームは、前方水晶体嚢で強力に吸収されるよう
に選択された波長と、前方水晶体嚢内のコラーゲンの熱的変質を生じさせて、前方水晶体
嚢組織を切除することなく、治療パターンの閉曲線に沿った熱的組織分離を生ずるように
選択されたパワーとを有する。
　治療パターンは、眼の中で発散し、その結果、前方水晶体嚢におけるその寸法および面
積と比較して、網膜上の寸法および面積は拡大され得る。その結果、治療パターンは、網
膜上の中心窩を回避することができる。
【０００９】
　他の態様では、眼の前方水晶体嚢に開口部を設けるためのデバイスは、シングルパスで
前方水晶体嚢に閉曲線を形成する所定の治療パターンに対するプログラムされた走査プロ
ファイルを有する連続波走査治療レーザビームを備える。治療レーザは、前方水晶体嚢で
強力に吸収されるように選択された波長と、前方水晶体嚢内のコラーゲンの熱的変質を生
じさせて、前方水晶体嚢組織を切除することなく、閉曲線に沿って熱的組織分離が得られ
るように選択されたパワーとを有する。治療パターンの開始時に、治療レーザのパワーは
、約５ミリ秒から約２００ミリ秒の期間中に、その全パワーの約０から約９０％まで増加
する。この増加は、パターンの開始点付近の組織を、分離することなく最初に伸張させる
ことができて、パターンの開始時に剪断応力／張力を低減することにより、かつ／または
速い熱的な起動を伴う１つまたは複数の蒸気泡の成長および崩壊により、普通であれば生
成される可能性のある目標組織に隣接する液中の局所的な衝撃波を回避する、または最小
化することにより、治療パターンの開始点で嚢が裂ける可能性を最小化することができる
。
【００１０】
　他の態様では、眼の前方水晶体嚢に開口部を設けるためのデバイスは、治療レーザビー
ムと、治療レーザビームが入射する２次元走査器とを備える。走査器は、治療レーザビー
ムが走査されて前方水晶体嚢に閉曲線を形成する所定の治療パターンに対するプログラム
された走査プロファイルを有する。デバイスは、前方水晶体嚢でウエスト部に治療レーザ
ビームの焦点を合わせるように位置決めされたレンズを備え、治療レーザビームは、その
ウエスト部から、眼の網膜上で焦点がずれるように拡大される。治療レーザビームは、前
方水晶体嚢で強力に吸収されるように選択された波長と、前方水晶体嚢内のコラーゲンの
熱的変質を生じさせて、前方水晶体嚢組織を切除することなく、治療パターンの閉曲線に
沿って熱的な組織分離を生ずるように選択されたパワーとを有する。デバイスはまた、治
療レーザビームと光路を共用する第１の可視光視覚化レーザビームと、治療レーザビーム
のウエスト部で、またはウエスト部付近で、第１の視覚化レーザビームと交差する第２の
可視光視覚化レーザビームとを備える。
【００１１】
　第１の視覚化レーザビームおよび第２の視覚化レーザビームは、例えば、第１の視覚化
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レーザビームの光路と、第２の視覚化レーザビームの光路との間で走査器を揺動させるこ
とにより走査器上に入射する単一の可視光レーザビームから生成され得る。
【００１２】
　他の態様では、仮想の視覚化パターンが、ディスプレイ上に提示され、かつ前方水晶体
嚢のビューと重畳されて、本明細書で述べられる眼科手術処置において支援することがで
きる。このような仮想の視覚化パターンは、本明細書で述べる投影された視覚化パターン
に代えて、またはそれに加えて使用することができる。
　他の態様では、患者の目の視線は、低パワーレーザビームに患者を固定させる（直接の
ぞき込ませる）ことにより、眼科手術処置前、または処置中に決定することができる。レ
ーザビームは、ビームに対する固定を容易にするために、患者により知覚できる周波数で
点滅させてもよい。
　他の態様では、患者の目の中に植え込まれるトーリックＩＯＬの方向は、低パワーレー
ザビームに対して患者を固定させることにより、かつトーリックＩＯＬを通る患者の眼の
後部からのレーザビームの反射を観察することにより、評価することができる。
【００１３】
　他の態様では、前方水晶体嚢内、またはその上に光吸収剤が存在することを確認し、ま
た任意選択で定量化するために、眼からの相対的、または絶対的な反射率を測定すること
ができる。このような測定は、嚢を通る治療ビームの透過率が、眼内の網膜および他の内
側部分に対して安全と見なされる所定の閾値未満となるように、十分な光吸収剤が水晶体
嚢内に存在すると判定するために使用することができる。このような測定はまた、選択さ
れた／事前にプログラムされた治療ビームパラメータが適用された場合、治療ビーム経路
に沿って、前方嚢の完全なレーザ熱分離を生ずる、十分な光吸収剤が存在することを判定
するために使用することができる。これらの判定には、嚢を通る治療ビームの透過率と、
治療波長または他の波長における嚢からの反射率との間の相関を利用することができる。
さらに、または代替的に、反射率測定、および水晶体嚢を通る治療ビームの透過率とのそ
の相関は、例えば、治療ビームパワー、スポット径、および走査速度など、治療パラメー
タを最適化するために使用することができる。
【００１４】
　本発明のこれらの、および他の実施形態、特徴、ならびに利点は、最初に簡単に説明す
る添付図面と併せて、本発明の以下のより詳細な説明を参照すれば、当業者にはさらに明
らかになろう。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】眼のいくつかの部分（水晶体嚢１１０、拡張された虹彩１４０、角膜１６０、前
眼房１７０、および瞳孔１９０）、自然の水晶体の位置および植え込まれる眼内レンズ１
２０の意図された位置、光吸収剤１３０、ならびに本明細書で述べられる嚢切開処置の例
で使用される治療光ビーム１５０の横断面図である。
【図２】本明細書で述べる方法に基づいてレーザにより、水晶体嚢１１０が、位置２１０
で、例えば、外側部分１１０－Ｅ、および内側部分１１０－Ｉなど、２つの部分へと分離
されている図１の水晶体嚢１１０の側面図である。この図はまた、分離部の境界となる収
縮し、かつ縮んだ端部２２０－Ｅおよび２２０－Ｉを示している。
【図３Ａ－３Ｈ】治療レーザビームが所定の閉曲線３１０に沿って送られる例示的な「内
側－閉曲線－内側」治療パターンを示す水晶体嚢の前方方向から見た図である。
【図４Ａ－４Ｇ】治療レーザビームが所定の閉曲線４１０に沿って送られる例示的な「内
側－閉曲線」治療パターンを示す、水晶体嚢の前方方向から見た図である。
【図５Ａ－５Ｈ】治療レーザビームが所定の閉曲線４１０に沿って送られる例示的な「内
側－閉曲線－重畳」治療パターンを示す水晶体嚢の前方方向から見た図である。
【図６Ａ－６Ｇ】治療レーザビームが所定の閉曲線６１０に沿って送られる例示的な「閉
曲線－重畳」治療パターンを示す水晶体嚢の前方方向から見た図である。
【図７Ａ－７Ｈ】治療レーザビームが所定の閉曲線７１０に沿って送られる例示的な「内
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側－閉曲線－重畳－内側」治療パターンを示す水晶体嚢の前方方向から見た図である。
【図８】角膜縁８１０と、虹彩１４０と、虹彩の内側境界８２０と、瞳孔１９０と、望ま
しい嚢切開の位置を特定するのを支援するために使用される所定の閉曲線および少なくと
も３つのドット８３０を含む視覚化パターンとを有する眼の図である。
【図９Ａ－９Ｂ】２つの円もしくは閉曲線９１０および９２０をそれぞれが備える、２つ
のさらなる例示的な視覚化パターンが重畳された、角膜縁８１０、虹彩１４０、および瞳
孔１９０を含む眼の図である。
【図１０Ａ－１０Ｂ】曲線上にドット１０３０を有する２つの円もしくは閉曲線１０１０
および１０２０をそれぞれが備える２つのさらなる例示的な視覚化パターンが重畳された
角膜縁８１０、虹彩１４０、および瞳孔１９０を含む眼の図である。
【図１１Ａ－１１Ｂ】十字線と、曲線上にドットを有する２つの円もしくは閉曲線をそれ
ぞれが備える２つのさらなる例示的な視覚化パターンが重畳された角膜縁８１０、虹彩１
４０、および瞳孔１９０を含む眼の図である。
【図１２Ａ－１２Ｌ】閉曲線１２０５、１２１０、１２２０、１２６０、曲線上のドット
１２３０、および十字線１２４０の組合せをそれぞれが含むことのできる、さらなる視覚
化パターンを示す図である。
【図１３Ａ－１３Ｂ】主軸、短軸、および回転角を有する楕円切開部の例を示す図である
。
【図１３Ｃ－１３Ｄ】図１３Ａ～図１３Ｂの楕円切開部で使用できる視覚化パターンの２
つの例を示す。それぞれのパターンは、円形の外側閉曲線、および楕円形の内側閉曲線を
備える。
【図１４】角膜縁８１０と、虹彩１４０と、虹彩の内側境界８２０と、拡張された瞳孔１
９０と、十字線１４４０、および曲線上にドット１４３０を有する２つの円１４６０を含
む視覚化パターンと、円形切開部１４９０のための治療ビームパターンとを有する眼の図
である。
【図１５】角膜縁８１０と、虹彩１４０と、虹彩の内側境界８２０と、拡張された瞳孔１
９０と、十字線１５４０、ドット１５３０を有する外側円１５２０、およびドット１５３
０を有する内側楕円形１５１０を備える視覚化パターンと、楕円形切開部１５９０のため
の治療ビームパターンとを有する眼の図である。
【図１６】本明細書で述べるデバイスおよび方法で使用できる、組織を含むコラーゲンに
送達される例示的な治療レーザ出力パルスに対するパワー対時間のプロットを示す図であ
る。
【図１７】眼内の前嚢の熱分離を達成するのに必要な照射面積の関数としてパワーの依存
性を示す図である。パワーは、より小さな面積で低い依存性を有し、面積が増加すると、
照射面積に対するパワーの依存性が大きくなる。
【図１８Ａ－１８Ｃ】角膜および水晶体を通して眼に入り、網膜上に送られる走査レーザ
ビームの３つの例示的なレイトレースと、走査レーザビームにより得られた網膜上への投
影とを示す図である。図１８Ａは、外科的接触レンズのないレイトレースを示し、図１８
Ｂ～図１８Ｃは、２つの異なる外科的接触レンズが存在するレイトレースを示す。
【図１９】本明細書で述べられる眼科手術を実施するために眼内でレーザビームを走査す
るのに使用できる例示的なデバイスの要素を示す図である。
【図２０】顕微鏡への取付具として、顕微鏡と外部的に統合された、図１９の例示的なデ
バイスを示す図である。
【図２１】共用された照明鏡および顕微鏡対物レンズを備えた顕微鏡と内部的に統合され
た図１９の例示的なデバイスを示す図である。
【図２２】図１９のものと同様であるが、治療される組織に対して深さ位置合せを容易に
する光学的要素をさらに含む他の例示的なデバイスを示す図である。
【図２３Ａ－２３Ｃ】デバイスの深さ位置合せが調整されたとき、図２２のデバイスによ
り生成される２つの重畳された視覚化パターンの図である。
【図２４Ａ－２４Ｂ】図２２のデバイスを制御するために使用できる２つの例示的な足で
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操作可能な制御機構を示す図である。
【図２５】図１９～図２２のデバイスと同様の、眼科手術を実施するために、眼内でレー
ザビームを走査するのに使用できる例示的なデバイスであり、仮想の視覚化パターンを、
手術野の顕微鏡を通るビューと重畳できるディスプレイを有する顕微鏡と外部的に統合さ
れた例示的なデバイスを示す図である。
【図２６Ａ】光吸収剤で処理された前方水晶体嚢を通る、時間の関数としての治療レーザ
ビームの透過率の測定を行うためのオシロスコープのトレースを示す図である。
【図２６Ｂ】時間に対する透過率のプロットで示された図２６Ａのデータを示す図である
。
【図２７Ａ－２７Ｂ】嚢に加えられた光吸収剤の量が増加すると、水晶体嚢からの広帯域
の照明の反射率が減少することを示している、例示的な画像および相対的な反射率のプロ
ットをそれぞれ示す図である。
【図２８Ａ－２８Ｂ】嚢に加えられた光吸収剤の量が増加すると、水晶体嚢からの狭帯域
（赤色）の視覚化レーザ照明の反射率が減少することを示している、例示的な画像および
相対的な反射率のプロットをそれぞれ示す図である。
【図２９】光吸収剤の量を増加させて処理された前方水晶体嚢を通る、治療ビーム波長に
おける透過率と、他の波長における反射率とのプロットを示す図である。
【図３０】図２９で示された透過率と反射率曲線の間の相関を示すプロットの図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下の詳細な記述は、図面を参照して読むべきであり、図中、様々な図の全体を通して
、同一の参照番号は同様の要素を示す。必ずしも縮尺が合わされていない図面は、選択的
な実施形態を示しており、本発明の範囲を限定するようには意図されていない。詳細な説
明は、本発明の原理を限定するものではなく、例として示している。この記述は、明確に
、当業者が本発明を製作し、使用できるようにし、かつ本発明を実施する最良の態様と現
在考えられるものを含む、本発明のいくつかの実施形態、適合形態、変形形態、代替形態
、および用途について述べるものである。本明細書および添付の特許請求の範囲で使用さ
れる場合、単数形「１つの（ａ）」、「１つの（ａｎ）」、および「その（ｔｈｅ）」は
、文脈が明確にその他の形を示していない限り、複数の指示対象を含む。
【００１７】
　以下で詳細に述べるように、本明細書は、嚢切開処置を実施するとき、眼の前方水晶体
嚢に成形された開口部を設けるために、１つまたは複数の治療レーザビームを利用する眼
科手術方法およびデバイスを開示する。この処置では、光吸収剤を、水晶体嚢組織上に、
またはその内部に加えてもよく、また治療レーザ波長は、光吸収剤により強力に吸収され
るように選択される。代替的に、治療レーザ波長は、組織それ自体により吸収されるよう
に、または強力に吸収されるように選択することができ、その場合は、さらなる光吸収剤
を使用する必要はない。いずれの場合であっても、本明細書で使用される場合、「強力に
吸収される」という句は、治療される組織（例えば、前方水晶体嚢）を通る治療用ビーム
の透過率が約６５％未満、または約４０％未満、または約３０％未満、または約２０％未
満、または約１５％未満、または約１０％未満であることを意味するように意図されてい
る。例えば、いくつかの変形形態では、治療ビームは、治療される組織を通る透過率が、
約１１％＋／－３％であるように強力に吸収される。治療レーザビームは、所定の閉曲線
に沿って水晶体嚢組織に送られ、組織に熱的効果を生じさせて、レーザビーム経路に沿っ
て組織の分離を生ずる。所定の閉曲線は、例えば、円形または楕円形の形状を有すること
ができる。閉曲線に対して、任意の他の適切な形状を使用することもできる。通常、形状
は、閉曲線の外側に形成される、組織の分離された縁部のエッジ上に、白内障手術中に発
生する裂離の可能性を低下させるように選択される。１つまたは複数のターゲットレーザ
ビームを用いて生成される視覚化パターンは、処置を支援するために、水晶体嚢組織上に
投射され得る。
【００１８】
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　これらの方法およびデバイスの概略の態様は、図１および図２を参照すれば良く理解す
ることができる。図１は、眼（水晶体嚢１１０、拡張された虹彩１４０、角膜１６０、前
眼房１７０、瞳孔１９０を含む）の横断面図において、嚢切開処置の後に植え込まれる眼
内レンズ１２０の意図された位置を示している。示された例では、光吸収剤１３０が、前
方水晶体嚢１１０の層内に、またはその上に加えられる。この作用物質は、生体適合性の
ある作用物質（例えば、インドシアングリーン、またはトリパンブルーなど）、染色色素
、顔料、ナノ粒子、カーボン粒子、または任意の他の適切な光吸収剤とすることができる
。光吸収剤は、例えば、トリパンブルー、他の生体染色色素、またはインドシアングリー
ンとすることができる。その後に、例えば、レーザビームなどの光ビーム１５０が、閉曲
線経路に沿って、前方水晶体嚢に対して送られる。送られた光ビームは、光吸収剤により
吸収されて熱エネルギーを蓄積し、前方水晶体嚢上に局所的な熱的効果を生じさせて嚢切
開を行う。
　次に図２を参照すると、概して、波長、パワー、閉曲線に沿った光ビームの移動速度、
および治療される組織上のスポットサイズは、光ビームが光吸収剤により吸収され、前方
水晶体嚢に隣接して、または前方水晶体嚢で十分な熱エネルギーを蓄積し、前方水晶体嚢
に機械的な分離２１０を生じさせるように選択される。レーザビームパラメータは、通常
、組織の切除を回避するように選択され、それに代えて、機械的な分離は、組織内のコラ
ーゲンの熱的変質（その場合、例えば、コラーゲンは結晶性の螺旋構造から非晶質構造へ
と遷移する）から得られると考えられる。変質したコラーゲンは、縮んで収縮し、嚢切開
を形成する分離部の境界となる厚くなった縁部２２０－Ｅおよび２２０－Ｉを形成する。
これらの縁部は、元の膜よりも弾性があり、引裂きに対して耐性があり得るので有利であ
る。
　明確化および便宜のために、本発明の方法およびデバイスの様々な特徴および態様は、
別々の名前を付けた見出しの下に以下で述べられる。この記述の編成は、限定することを
意味していない。本明細書で述べた方法およびデバイスの変形形態は、別の見出しの下で
述べられる諸態様または特徴の任意の適切な組合せを含む、または使用することができる
。
【００１９】
治療ビームパターン
　図３Ａ～図３Ｈは、治療レーザビームが、所定の閉曲線３１０に沿って送られる例示的
な「内側－閉曲線－内側」治療パターンを示す。治療パターンは、閉曲線の内側から開始
し、閉曲線の周りを進んで、次いで、閉曲線の内側で終了する。時計回りで示されている
が、このパターンはまた、反時計回りにすることもできる。図３Ａの破線３１０は、完全
なパターンを表している。図３Ｂのドット３２０は、閉曲線の内側におけるパターンの開
始点を示し、また図３Ｃ～図３Ｈは、パターンの送達による、後続する時間間隔における
実線３３０でパターンの進行を示している。図３Ｈのドット３４０は、閉曲線の内側の治
療パターンの終点を示す。閉曲線の内側における（眼から除去される物質の）処置の開始
点および終点の位置を特定することは、閉曲線の外側に位置する残っている前方水晶体嚢
の縁部の引裂きを促進するおそれのある曲線形状の不規則性を阻止するのを助ける。
【００２０】
　図４Ａ～図４Ｇは、治療レーザビームが、所定の閉曲線４１０に沿って送られる、例示
的な「内側－閉曲線」治療パターンを示す。治療パターンは、閉曲線の内側から開始し、
閉曲線の周りを進み、閉曲線上で終了する。時計回りで示されているが、パターンはまた
、反時計回りにすることもできる。図４Ａの破線３１０は、完全なパターンを表す。図４
Ｂのドット３２０は、閉曲線の内側におけるパターンの開始点を示し、また図４Ｃ～図４
Ｇは、パターンの送達を通して、後続する時間間隔におけるパターンの進行を実線３３０
で示している。図４Ｇのドット４４０は、閉曲線上の治療パターンの終点を示す。
【００２１】
　図５Ａ～図５Ｈは、治療レーザビームが、所定の閉曲線４１０に沿って送られる、例示
的な「内側－閉曲線－重畳」治療パターンを示す。治療パターンは、閉曲線の内側領域で



(20) JP 2017-506573 A 2017.3.9

10

20

30

40

50

開始し、閉曲線上で重畳する領域を含む閉曲線周りを進んで、閉曲線上で終了する。時計
回りで示されているが、このパターンは、反時計回りも可能である。図５Ａの破線４１０
は完全なパターンを表す。図５Ｂのドット３２０は、閉曲線の内側のパターンの開始点を
示しており、図５Ｃ～図５Ｈは、パターンの送達を通して、後続する時間間隔におけるパ
ターンの進行を実線３３０で示している。図５Ｈのドット５４０は、閉曲線上の治療パタ
ーンの終点を示しており、閉曲線上の領域５５０は、パターンの開始付近でレーザの治療
照射を受け、パターン送達の終わり近くで再度照射を受けている、すなわち、それは重畳
領域である。
【００２２】
　図６Ａ～図６Ｇは、治療レーザビームが、所定の閉曲線６１０に沿って送られる、例示
的な「閉曲線－重畳」治療パターンを示す。治療パターンは、閉曲線上で開始し、閉曲線
上の重畳領域を含む閉曲線周りを進み、閉曲線上で終了する。反時計回りで示されている
が、このパターンは、時計回りにすることもできる。図６Ａの破線６１０は、完全なパタ
ーンを表す。図６Ｂのドット６２０は、閉曲線上の開始点を示しており、また図６Ｃ～図
６Ｇは、パターンの送達を通して、後続する時間間隔におけるパターンの進行を実線３３
０で示している。図６Ｇのドット５４０は、閉曲線上の治療パターンの終点を示しており
、閉曲線上の領域５５０は、パターンの開始付近でレーザの治療照射を受け、パターン送
達の終わり近くで再度照射を受けている、すなわち、それは重畳領域である。
【００２３】
　図７Ａ～図７Ｈは、例示的な「内側－閉曲線－重畳－内側」治療パターンを示しており
、治療レーザビームは、所定の閉曲線７１０に沿って送られる。治療パターンは、閉曲線
の内側で開始し、次いで閉曲線上の重畳領域を含む閉曲線の周りを進み、閉曲線の内側で
終了する。時計回りで示されているが、このパターンは、反時計回りにすることもできる
。図７Ａの破線７１０は、完全なパターンを表す。図７Ｂのドット３２０は、閉曲線の内
側の開始点を示しており、図７Ｃ～図７Ｈは、パターンの送達を通して、後続する時間間
隔におけるパターンの進行を実線３３０で示している。図７Ｇ～図７Ｈで示すように、閉
曲線上の領域５５０は、パターンの開始付近でレーザの治療照射を受け、パターン送達の
終わり近くで再度照射を受けている、すなわち、それは重畳領域である。図７Ｈのドット
３４０は、閉曲線の内側の治療パターンの終点を示す。
【００２４】
　任意の他の適切な治療ビームパターンを使用することもできる。１つまたは複数の治療
ビームパターン形状を、例えば、製造者により、レーザ嚢切開デバイス（以下でより詳細
に述べられる）の中に、事前にプログラムすることができる。治療時に、またはその前に
、操作者は、例えば、治療パターンを規定する閉曲線の、または治療パターンの閉曲線に
より生成される望ましい切開部の寸法（例えば、直径）および形状を選択することができ
る。
【００２５】
視覚化／目標パターン
　上記で述べたように、通常、治療ビームとは波長が異なる１つまたは複数のレーザビー
ムで生成される視覚化パターンは、治療処置を支援するために、水晶体嚢組織上に投影す
ることができる。視覚化パターンの形状および直径は、治療ビームパターンのものとは異
なることができる。視覚化パターンまたは視覚化パターンの部分は、治療パターンの閉曲
線上に重畳され、治療ビームによりとられる経路の少なくとも部分を示すことができるが
、これは必要なものではない。それに代えて、またはさらに、視覚化パターンの少なくと
も一部は、組織を分離する治療ビームにより作られる、またはその他の形で治療の望まし
い結果を示す、開口部の外縁の意図された位置の上に重畳することができる。外縁の位置
は、通常、２つの理由で、治療ビームパターンの閉曲線とは異なり、より大きな直径のも
のである、すなわち、（ｉ）水晶体嚢組織は、眼の中にあるときは張力下にあり（ドラム
の皮と非常に似ている）、したがって、閉曲線に沿って組織が分離されると、外側部分は
張力を受け、周辺方向に引っ張られて直径を拡大させる、（ｉｉ）治療レーザに関する作
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用の仕組みは、閉曲線上の照射された前嚢を局所的に加熱することであり、この加熱は、
コラーゲン組織を収縮させ、縮ませて、加熱された閉曲線から外側に、かつ内側に離れる
ように分離させる傾向にある。代替的には、またはさらに、視覚化パターンの少なくとも
一部は、眼の１つまたは複数の特定の解剖学的特徴に対応することができる。これは、眼
の解剖学的構造に対する視覚化パターン（したがって、治療ビームパターン）の中心化を
容易にすることができる、あるいは視覚化ビームおよび治療ビームの狙いをつけるのを容
易にすることができる。視覚化パターンは、十字線を含んでもよい。
【００２６】
　図８は、閉曲線と、嚢切開のために望ましい位置を特定するのを支援するために使用さ
れ得る少なくとも３つのドットとを含む例示的な視覚化パターン８３０を示す。図はまた
、治療される眼の角膜縁８１０、虹彩１４０、虹彩の内側境界８２０、および瞳孔１９０
を識別する。
【００２７】
　図９Ａ～図９Ｂは、それぞれ、２つの同心円、もしくは閉曲線９１０および９２０を含
む例示的な視覚化パターン９００がその上に投影される角膜縁８１０、虹彩１４０、およ
び瞳孔１９０を含む眼の図を示している。内側の円、すなわち閉曲線９１０は、前方嚢切
開における望ましい開口部の寸法および位置を表す。内側円の寸法とは独立した寸法であ
り得る外側円９２０は、図９Ａで示すように、角膜縁上で嚢切開を中心化するために使用
することができる。代替的には、外側円は、図９Ｂで表すように、拡張された瞳孔の内側
境界に対する中心化を可能にするような寸法とすることができる。
【００２８】
　図１０Ａ～図１０Ｂは、それぞれ、曲線上にドット１０３０を有する２つの同心円、も
しくは閉曲線１０１０および１０２０を含む例示的な視覚化パターン１０００が投影され
た角膜縁８１０、虹彩１４０、および瞳孔１９０を含む眼の図を示している。直線および
／または曲線とドットの組合せは、目標組織上に容易に焦点を合わせたパターンを提供す
る。線は、望ましいパターンに沿って視覚化ビームを移動させることにより生成される。
ドットは、走査パターンにおけるドット位置で長い期間にわたり、視覚化ビームを滞留さ
せることにより生成される。ドットは、線よりも濃いので、目標組織上に向上させた視覚
化を提供することができる。内側円、すなわち閉曲線１０１０は、前方嚢切開における望
ましい開口部の寸法および位置を表す。内側円の寸法とは独立した寸法であり得る外側円
１０２０は、図１０Ａで示されるように、角膜縁上で嚢切開を中心化するために使用する
ことができる。代替的には、外側円は、図１０Ｂで表されるように、拡張された瞳孔の内
側境界に対する中心化を容易にする寸法とすることができる。
【００２９】
　図１１Ａ～図１１Ｂは、それぞれ、曲線上にドット１１３０を有する２つの同心円、も
しくは閉曲線１１１０および１１２０と、十字線１１４０とを含む例示的な視覚化パター
ン１１００が投影される角膜縁８１０、虹彩１４０、および瞳孔１９０を含む眼の図を示
している。直線とドットの組合せは、目標組織上に容易に焦点を合わせたパターンを提供
する。線は、望ましいパターンに沿って視覚化ビームを移動させることにより生成される
。ドットは、走査パターンにおけるドット位置で長い期間にわたり、視覚化ビームを滞留
させることにより生成される。ドットは、線よりも濃いので、目標組織上に向上させた視
覚化を提供することができる。内側円、すなわち閉曲線１１１０は、前方嚢切開における
望ましい開口部の寸法および位置を表す。内側円の寸法とは独立した寸法であり得る外側
円１１２０は、図１１Ａで示されるように、角膜縁上で嚢切開部を中心化するために使用
することができる。代替的には、外側円は、図１１Ｂで表されるように、拡張された瞳孔
の内側境界に対して中心化を容易にするような寸法とすることができる。十字線を加える
ことは、視覚化パターンの焦点を合わせ、かつ中心化する能力をさらに向上させる。
【００３０】
　図１２Ａ～図１２Ｌは、さらなる視覚化パターンを示しており、そのそれぞれは、内側
閉曲線１２０５、１２１０、および外側閉曲線１２２０、曲線上のドット１２３０、曲線
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上にないドット１２３０、十字線１２４０、破線の弧１２５０、および／または閉曲線を
形成する直線セグメント１２６０の組合せを含むことができる。概して、これらのおよび
他の図で示される閉じた視覚化曲線は、直線セグメントから形成することができ、それは
、曲線の弧よりもプログラムするのが容易であり、かつ／または生成するのが容易であり
得る。
　図１３Ａ～図１３Ｂは、主軸、短軸、および回転角を備えた楕円形切開部１３００の例
を示す。図１３Ｃ～図１３Ｄは、図１３Ａ～図１３Ｂの楕円形切開部で使用され得る視覚
化パターンの２つの例を示す。各パターンは、円形の外側閉曲線、および楕円形の内側閉
曲線（図１３Ｃで、それぞれ、１３２０および１３１０）、曲線上のドット１３３０、な
らびに十字線１３４０を備える。図１３Ｄでは、閉曲線は、直線セグメント１３６０で形
成される。楕円形の内側閉曲線は、前方嚢切開における望ましい開口部の寸法および位置
を表す。内側の楕円形寸法とは独立した寸法とすることのできる外側円は、例えば、角膜
縁上で嚢切開部を中心化するために使用することができる。
【００３１】
　図１４は、曲線上にドット１４３０を有する２つの同心の閉じた円もしくは曲線と、十
字線１４４０とを含む例示的な視覚化パターン１４００が投影される角膜縁８１０、虹彩
１４０、虹彩の内側境界８２０、瞳孔１９０を含む眼の図を示している。閉曲線は、直線
セグメント１４６０から形成される。内側円もしくは閉曲線は、前方嚢切開における望ま
しい開口部の寸法および位置を表している。内側円とは独立した寸法であり得る外側円は
、例示されたように、角膜縁に対して嚢切開部を中心化するために使用することができる
。代替的には、外側円は、拡張された瞳孔の内側境界に対する中心化を容易にするような
寸法にすることができる。この図はまた、望ましい円形切開のための治療ビームパターン
１４９０を示している。治療ビームパターン１４９０は、視覚化パターンの内側の閉じた
円とは異なっており、それよりも小さい直径のものである。
【００３２】
　図１５は、外側の円形閉曲線１５２０および内側の楕円形閉曲線１５１０、曲線上のド
ット１５３０、ならびに十字線１５４０を含む例示的な視覚化パターン１５００が投影さ
れる角膜縁８１０、虹彩１４０、虹彩の内側境界８２０、および瞳孔１９０を含む眼の図
を示している。楕円形の内側閉曲線は、前方嚢切開における望ましい開口部の寸法および
位置を表す。内側の楕円形とは独立した寸法とすることのできる外側円は、例示されるよ
うに、角膜縁に対して嚢切開部を中心化するために使用され得る。代替的には、外側円は
、拡張された瞳孔の内側境界に対して中心化するのを容易にするような寸法にすることが
できる。図はまた、望ましい楕円形の切開を行うための治療ビームパターン１５９０を示
す。治療ビームパターン１５９０は、視覚化パターンの内側楕円形とは異なっており、よ
り小さい。
【００３３】
　任意の他の適切な視覚化ビームパターンを使用することもできる。１つまたは複数の視
覚化ビームパターン形状は、例えば、製造者により、レーザ嚢切開デバイス（以下でより
詳細に述べる）中に事前にプログラムすることができる。治療時に、またはその前に、操
作者は、例えば、治療をガイドするために使用されるパターン寸法および形状を選択する
ことができる。
　角膜縁または拡張された瞳孔上の中心に対する視線の位置はまた、別の診断デバイスで
測定することができる。中心からオフセットされたデータは、次いで、手動で、または自
動で、レーザ嚢切開デバイスに入力することもできる。このような場合、視覚化パターン
は、視覚化パターンの外側部分（例えば、円）が、角膜縁もしくは拡張された瞳孔の眼の
解剖学的構造上に配置された、または中心化されたとき、視覚化パターンの内側部分（例
えば、円または楕円）の中心は、角膜縁もしくは拡張された瞳孔の中心からオフセットさ
れて視線上にあるように配置することができる。治療パターンの閉曲線の中心は、それに
対応して角膜縁もしくは拡張された瞳孔の中心からオフセットされてもよく、したがって
、視覚化パターンの中心円または楕円は、望ましい切開部の周辺を示す。
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【００３４】
　視覚化パターンレーザビームは、可視スペクトル内の任意の適切な波長を有することが
できる。視覚化ビームは、例えば、約４５０ｍｍ／秒を超える速度で、治療される組織を
横断して走査することができるが、それは、滞留して、視覚化パターンにドットまたは他
の明るい特徴を形成することもできる。任意の適切な走査速度を使用することができる。
組織表面上の視覚化光ビームの直径は、例えば、約５０～約６００μｍとすることができ
る。組織における視覚化レーザビームのパワーは、例えば、ビームが視覚化パターンのド
ット上で滞留する場合、約１０ｍＷ未満に、または約１ｍＷ未満にすることができる。視
覚化ビームが走査しているとき、そのパワーは、例えば、約３０ｍＷ未満とすることがで
きる。概して、レーザビームのパワーおよび波長は、治療を容易にするために組織上に置
かれたいずれかの吸収剤を大幅に使い果たすことなく、十分に視認可能な視覚化パターン
を提供するように選択される。
【００３５】
治療ビームおよび走査パラメータ
　概して、治療レーザビームおよび治療ビーム走査処置を特徴付けるパラメータは、網膜
に損傷を与える危険を最小化または低下させながら、治療される組織で、組織の望ましい
レーザで誘起される熱分離を提供するように選択される。これらのレーザおよび走査パラ
メータは、例えば、レーザ波長、レーザビームパワー、治療される組織におけるスポット
サイズ、治療される組織におけるフルエンスおよびピーク照射、網膜上のスポットサイズ
、網膜上のフルエンスおよびピーク照射、走査速度、走査中のレーザビームの時間的プロ
ファイル、ならびに網膜上の走査パターン寸法および位置などを含むことができる。
【００３６】
　通常、連続波レーザからの治療ビームは、例えば、約１０秒未満、約５秒未満、約１秒
未満、約１０秒、約５秒、または約１秒の時間期間で、シングルパスで治療ビームパター
ンをトレースする。治療ビームは、例えば、１秒の走査に対して約２０ミリメートル／秒
（ｍｍ／ｓ）から、１０秒の走査に対して約２ｍｍ／ｓの速度で治療される組織を移動す
ることができるが、任意の適切な走査速度および持続期間を使用することができる。治療
経路に沿った連続波レーザビームの移動が、治療される組織の照射中に（例えば、別々の
レーザパルス間ではなく）行われ、したがって、縁部のすべての部分は、同じ、または同
様の照射および熱的条件で形成されるので、得られた組織の縁部における不規則性または
裂離の形成は、低減または回避される。治療ビームのシングルパスを使用することはまた
、軌跡に対して眼のわずかな動きがあった場合であっても、嚢切開の確実な完了を助ける
。
　治療ビーム経路が、治療パターンの閉曲線の内側で開始する変形形態では（例えば、図
４Ｃを参照のこと）、治療経路の内側部分における初期の走査速度は、閉曲線に沿った走
査速度未満とすることができる。内側部分の走査速度は、例えば、閉曲線に沿って使用さ
れる速度へと増加することができる。内側部分に沿った平均速度は、例えば、閉曲線に沿
って使用される走査速度の約１／２、または閉曲線に沿って使用される走査速度の約２／
３、または閉曲線に沿って使用される走査速度の約１／２と約２／３の間とすることがで
きる。
【００３７】
　例示的な治療ビーム走査に関して図１６で示された時間に対するレーザパワーのプロッ
トを次に参照すると、治療走査の開始時で、治療ビームのパワーは、ゆっくりと（任意選
択で、図示のように、時間効率がよいように単調に）増加することができる。要約セクシ
ョンで前述したように、このゆっくりとした増加は、パターンの開始点付近の組織を、分
離させることなく最初に伸張させることができ、それにより、パターンの開始時における
剪断応力／張力を低減する。このゆっくりとした増加はまた、通常であれば、速い熱的な
起動により生成され得る目標組織に隣接する液における局所的な衝撃波を回避もしくは最
小化することができる。例えば、レーザビームは、約５ミリ秒（ｍｓ）から約２００ｍｓ
、例えば、約１００ｍｓの期間にわたり、全治療パワーのゼロから約９０％まで単調に増
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加することができる。パワーのこの増加は、通常、レーザビームが、治療経路の最初の部
分に沿って走査される間に行われる。治療ビーム経路が、治療パターンの閉曲線の内側で
開始する変形形態では（例えば、再度図４Ｃを参照のこと）、レーザビームパワーの増加
は、治療経路の初期の内側部分に沿って行われ、レーザビームが、治療パターンの閉曲線
部分に達する前に完了することができる。このような変形形態では、治療経路の初期の内
側部分に沿ったビームの走査速度はまた、上記で述べたように、閉曲線に沿って使用され
る速度へと増加させることができる。経路の内側部分に沿った平均速度は、例えば、閉曲
線に沿って使用される走査速度の約２５％とすることができる。
【００３８】
　図１６で示すように、治療走査の終わりで治療レーザビームパルスを停止することは、
起動よりもはるかに急激に行ってもよい。
　本明細書で前に述べたように、治療レーザビーム波長は、治療される組織上に、または
その内部に加えられてもよい光吸収剤により強力に吸収されるように選択することができ
る。治療レーザは、例えば、約５７７ナノメートル、または約５９０ナノメートル、また
は約８１０ナノメートルの波長で動作することができる。このような例では、使用される
場合、光吸収剤は、それぞれ、トリパンブルーまたはインドシアングリーンとすることが
できる。代替的に、治療レーザ波長は、組織それ自体により吸収されるように、または強
力に吸収されるように選択することができる。治療ビームに対して任意の適切な波長を使
用することができる。
【００３９】
　以下でより詳細に述べるように、通常、治療レーザビームは、治療される組織の位置で
、またはその付近でウエスト部に焦点が合わされ、次いで、網膜へと伝播すると、直径が
拡大する。さらに通常、走査パターンは、治療される組織上のその寸法と比較して、網膜
上で拡大する。したがって、治療ビームに対するフルエンスおよびピーク照射などのパラ
メータは、網膜におけるその値と比較して、治療される組織では、異なった、より大きな
値を有することができる。
　本明細書で開示される方法およびデバイスは、通常、レーザで誘起される切除ではなく
、レーザで誘起される組織の熱分離を利用し、したがって、他のレーザベースの外科的処
置で通常必要なものよりもはるかに低い治療ビームフルエンスおよびピーク照射値を治療
される組織で使用することができる。さらに本明細書で開示される方法およびデバイスは
、これらの方法およびデバイスが、連続波レーザからの長い（例えば、１から１０秒）パ
ルスを使用できるため、網膜または他の眼の組織を損傷するおそれのあるピーク照射値を
生成することなく、比較的高い平均パワーを有する治療レーザビームを使用することがで
きる。それとは対照的に、はるかに短いＱスイッチレーザパルス、またはモード同期レー
ザパルスを用いるレーザベースの外科的処置は、損傷を与える可能性のあるピーク放射照
度値を回避するためには、はるかに低い平均パワーで動作する必要があり、それは、望ま
しいフルエンスを提供するのに必要な時間を増加させる可能性がある。
【００４０】
　部分的に、治療ビーム波長における吸収剤の吸収強度、または治療ビーム波長における
治療される組織の吸収強度に応じて選択される治療ビームの平均パワーは、例えば、約３
００ｍＷから約３０００ｍＷとすることができる。任意の適切な平均パワーを使用するこ
とができる。
　特定の組織に対する治療ビームフルエンスは、治療ビームの平均パワー、その組織にお
ける治療ビームの直径、およびその組織を横断する治療ビームの走査速度に依存する。本
明細書で開示される方法およびデバイスの場合、治療される組織（例えば、前方水晶体嚢
など）で、１秒の走査に対する治療ビームフルエンスは、例えば、約８０ジュール／セン
チメートル2（Ｊ／ｃｍ2）から約４５０Ｊ／ｃｍ2とすることができる。５秒間の走査の
場合、治療される組織におけるフルエンスは、例えば、約１００Ｊ／ｃｍ2から約１６０
０Ｊ／ｃｍ2とすることができる。１０秒間の走査では、治療される組織におけるフルエ
ンスは、例えば、約１００Ｊ／ｃｍ2から約２０００Ｊ／ｃｍ2とすることができる。
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【００４１】
　特定の組織に対する治療ビームのピーク放射照度は、治療ビームのピークパワー、およ
びその組織における治療ビームの直径に依存する。本明細書で開示される方法およびデバ
イスでは、治療される組織（例えば、前方水晶体嚢）において、治療ビームのピーク放射
照度は、例えば、約２０００ワット／センチメートル2（Ｗ／ｃｍ2）未満、または約５０
００ワット／センチメートル2（Ｗ／ｃｍ2）未満、または約１００００Ｗ／ｃｍ2未満、
または約１０００００Ｗ／ｃｍ2未満、または約２０００００Ｗ／ｃｍ2未満とすることが
できる。例えば、いくつかの変形形態では、前方水晶体嚢に対するピーク放射照度は、約
２１００Ｗ／ｃｍ2であり、また前方水晶体嚢におけるフルエンスは、約１３０Ｊ／ｃｍ2

である。
【００４２】
　概して、網膜において、治療ビームフルエンスは、例えば、約１０Ｊ／ｃｍ2であり、
放射照度は、例えば、約４００ミリワット／ｃｍ2（ｍＷ／ｃｍ2）未満とすることができ
る。約０．０６のＮＡ、および１秒の走査速度に対して、網膜上に約２０００μｍのビー
ム直径を有する一実施形態では、網膜におけるフルエンスは、例えば、約０．３Ｊ／ｃｍ
2の最大値を有することができる。５秒の走査の場合、網膜におけるフルエンスは、例え
ば、約１．５Ｊ／ｃｍ2の最大値を有することができる。１０秒の走査の場合、網膜にお
けるフルエンスは、例えば、約３．０Ｊ／ｃｍ2の最大値を有することができる。
【００４３】
　図１７を次に参照すると、本発明者は、レーザで誘起される組織の分離に必要な最小の
治療レーザビームパワーは、治療される組織上の照射されるビーム面積に対して非線形の
応答を有することを発見した。特に、このプロットは、特に約１００から約２００μｍの
ビーム直径未満である照射領域の寸法に対して、組織分離に必要なパワーの依存性が低い
ことを示している。しかし、スポットサイズが約３００μｍの直径をはるかに超えて増加
すると、組織を分離するためには、より多くのパワーが必要になる。
　したがって、治療される組織で、約２００μｍの直径を有する治療ビームを使用するこ
とが好ましいはずである。これは、治療ビームにおける必要な放射照度を低下させ、した
がって、網膜を損傷させる危険を減少させることができる。より一般的には、治療レーザ
ビームは、治療される組織で、例えば、約５０μｍから約４００μｍの直径を有すること
ができる。
【００４４】
外科的接触レンズの使用
　外科的接触レンズは、網膜に損傷を与える危険をさらに低減し、特に中心窩を保護する
ために、網膜に対する角膜の集束能力を無効化する、またはほぼ無効化するために使用す
ることができる。（中心窩は、網膜の黄斑領域の中心に位置し、鮮明な中心視を担う）。
図１８Ａは、外科的接触レンズのない場合、視線１８１０に関して中心化された走査され
る治療レーザビームパターン１８００は、網膜上の中心窩１８２０の近傍に焦点が合わさ
ることを示している。中心窩は、走査されるパターンの全持続期間にわたり、一定の照射
下にある可能性が高い。図１８Ｂは、角膜の光学レンズ能力の大部分を最小化する軽度の
凸形前方面１８４０を有する外科的接触レンズ１８３０が存在する場合、視線１８１０に
関して中心化された走査されるレーザビームパターン１８００は、中心窩を囲むのではな
く、中心窩を回避するように、網膜上に投影され得る。図１８Ｃは、凹形の前方表面１８
５０を有する外科的接触レンズ１８３０が存在する場合、視線に関して中心化された走査
されるレーザビームパターン１８００は、中心窩を囲むのではなく、中心窩を回避するよ
うに網膜上に投影され得ることを示す。さらに網膜上に投影されたレーザビームのトレー
スは、凸形の外科的接触レンズの場合よりも、さらに中心窩から離れて屈折され得る。さ
らに、レーザビームにより照射される面積は、網膜上で大きくなるはずであり、網膜上の
、単位面積当たりの送達されるレーザエネルギー（フルエンス）を低下させる。
　ここで述べたように、走査される治療ビームパターンを中心窩から離れて屈折させるよ
うに外科的接触レンズを使用することは、通常であれば問題となる可能性のある中心窩、
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または網膜の他の部分を損傷せずに、より高いパワーで治療レーザを動作させることが可
能になる。しかし、外科的接触レンズのこのような使用は、任意選択のものである。
【００４５】
治療／走査デバイス
　次に図１９を参照すると、本明細書で述べる眼科手術を実施するために、例示的なデバ
イス１９００を使用することができる。図１９は、このデバイスの光ビーム焦点合せ、お
よび走査器の光学特性を示す。デバイス１９００は、２次元走査器１９４０を越えてビー
ムを集束させるレンズ１９３０に、同一直線上にある視覚化および治療レーザビーム１９
２０を送達する光ファイバ１９１０を備える。２次元走査器１９４０は、視覚化または治
療レーザビームを走査して、望ましい視覚化または治療ビームパターンを提供する。レン
ズ１９５０は、治療される眼１９６０の前方水晶体嚢１９７０で、または前方水晶体嚢１
９７０付近で、ウエスト部に治療および視覚化レーザビームの焦点を合わせる。そのウエ
スト部を通過した後、レーザビームは拡大し、したがって、網膜上で焦点がずれる。任意
選択の静止した最後の鏡１９８０は、図示のようにビームを、顕微鏡の光学装置と同一直
線上に、またはほぼ同一直線上になるように送るために使用することができる（図２０、
図２１、および図２５を参照のこと）。
【００４６】
　２次元走査器１９４０は、前嚢上に走査されるパターンを生成するために、異なる傾斜
位置を有する。走査器の実線の図は、１つの例示的な傾斜位置を表し、また走査器の破線
の図は、第２の傾斜位置を表している。この例示的なデバイスでは、光学装置は、レンズ
１９５０とその焦点の間に、走査器パターンの不変部１９８５（走査されるパターンの明
らかな動きのない位置）、およびウエスト部があるように設計される。このように位置す
る走査器パターンの不変部が欠けているシステムと比較すると、この構成は、光学的なデ
バイスの寸法を低減もしくは最小化すること、必要な２次元走査器の傾斜を低減もしくは
最小化すること、任意選択の最後の鏡上で必要な面積を低減もしくは最小化すること、お
よび光路に沿った走査されるパターンのさらなる発散を提供し、したがって、前嚢上の同
じ寸法および形状のパターンに対して、網膜上の投影は、より大きな直径を有し、したが
って、網膜において、フルエンスがより少なく、かつ関連する温度上昇がより少なくなる
こと、という利点を有する。
【００４７】
　例示的なデバイス１９００はまた、任意選択の光検出器１９９０を含む。２次元走査器
１９４０は、治療もしくは視覚化レーザビームを、例えば、そのパワーを測定するために
使用できる検出器１９９０へと偏向させることができる。検出器１９９０は、例えば、検
出器アレイとすることができ、その場合、２次元走査器１９４０は、走査器が適正に機能
していることを確認するために、治療もしくは視覚化レーザビームを、検出器アレイを横
断して走査することができる。
　デバイス１９００は、治療される眼の屈折測定を行うために使用できる任意選択の収差
計１９９５をさらに含む。これは、例えば、２次元走査器１９４０を傾斜させて、収差計
１９９５から出力された光ビームを、視覚化および治療ビームに使用される光路に沿って
、眼の中へと送ることにより達成され得る。代替的には、収差計１９９５からの光ビーム
は、例えば、２色ビームスプリッタを備えるデバイス１９００の光路中に送られるように
してもよい。
　デバイス１９００は、図示されていない走査器コントローラを含む。走査器コントロー
ラは、例えば、製造者により、１つまたは複数の治療ビームパターン形状、および１つま
たは複数の視覚化パターン形状を用いて事前にプログラムすることができる。治療時に、
またはその前に、操作者は、例えば、特定の治療処置で使用すべき、治療および視覚化パ
ターン寸法および形状を選択することができる。
　本明細書で述べる処置を実施するために、任意の他の適切なデバイス設計を使用するこ
ともできる。
【００４８】
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顕微鏡との統合化
　上記で述べた例示的なデバイス１９００は、顕微鏡と統合することができる。図２０は
、デバイス１９００が、顕微鏡２０００と外部的に統合された例を示す。デバイス１９０
０および顕微鏡２０００は、いずれの光学的要素も共用していないので、統合は外部的な
ものである。顕微鏡２０００は、治療処置前に、処置中に、その後に、治療される眼１９
６０および視覚化パターンを観察するために、人の操作者２０１０（眼だけが示されてい
る）により使用することができる。
【００４９】
　図２１は、図１９のデバイス１９００が、顕微鏡と内部的に統合されて、統合されたデ
バイス２１００を提供する例を示す。この統合されたデバイスでは、治療および視覚化ビ
ーム経路は、顕微鏡の対物レンズ２１１０を通過しており、また顕微鏡のための照明は、
静止した鏡１９８０を、治療および視覚化ビーム経路と共用する経路に沿った光ファイバ
２１２０から出力される光により提供される。
　顕微鏡との任意の他の適切な統合を使用することもできる。
【００５０】
深さ位置合せ
　デバイス１９００を用いる予備ステップは、治療ビームのウエスト部（焦点）が、治療
される組織に、または組織付近にあるように、患者の眼に対するデバイスの位置、または
デバイス内の光学的要素の位置を調整することである。これは、例えば、治療される組織
上に投影される視覚化パターンを（例えば、上記のように）見ることにより、かつ視覚化
パターンが組織上で集束するようにデバイス１９００を調整することにより行うことがで
きる。しかし、この手法では、操作者の視力における何らかの矯正されない欠陥（例えば
、近視）が、視覚化パターンが治療される組織上で焦点が合っているかどうかに関する操
作者の判断に影響を与えるおそれがある。これは、治療デバイスの正しくない調整を生ず
る可能性がある。
【００５１】
　図２２を次に参照すると、眼科手術を行うための例示的なデバイス２２００は、図１９
で示されたデバイス１９００の要素に加えて、デバイスの深さ位置合せを容易にするため
の第２の視覚化ビームを生成する光学的要素を含む。特に、以下でさらに述べる深さ位置
合せモードでは、視覚化ビーム２２１０および２２１５を生成するために、デバイス２２
００の走査器１９４０は、可視光の視覚化ビーム１９２０を光ファイバ１９１０から２つ
の異なる光路に沿って送るように揺動する。走査器１９４０は、２つのビームのちらつき
が、通常、操作者に気付かれないように、例えば、約３０ヘルツ以上の速さで２つの経路
の間を揺動することができる。
【００５２】
　ビーム２２１０は、図１９に関して上記で述べた治療および視覚化レーザビームの光路
に従い、任意の適切なパターンを生成するように走査することができる。ビーム２２１５
はまた、任意の適切なパターンを生成するように走査することができる。ビーム２２１５
は、治療ビームのウエスト部で、またはウエスト部付近で、ビーム２２１０と交差するよ
うに送られる。以下でさらに述べるように、ビーム２２１０とビーム２２１５の交差部は
、したがって、治療ビームのウエスト部の位置を特定し、かつ治療ビームのウエスト部が
治療される組織に適正に位置決めされているかどうかを判定するために使用することがで
きる。示された例では、ビーム２２１５は、鏡２２２０およびレンズ２２３０を用いてビ
ーム２２１０と交差するように送られるが、望ましい交差を生成する任意の他の適切な光
学的構成を使用することもできる。レンズ２２３０は、通常、より正確にその交差部の位
置を特定するために、２つのビームの交差部における細い（ｔｉｇｈｔ）ウエスト部にビ
ーム２２１５の焦点を合わせる。
　ビーム２２１０および２２１５の交差部（したがって、治療ビームのウエスト部）が、
治療組織において適正に位置決めされていない場合、デバイス２２００の位置またはデバ
イス内の光学的要素の位置を患者の目に対して調整して、視覚化ビームの交差部、したが
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って治療ビームのウエスト部を、望ましい位置へと移動させることができる。
【００５３】
　図２３Ａ～図２３Ｃを次に参照すると、いくつかの変形形態において、ビーム２２１０
は、線２３１０を生成するように走査され、ビーム２２１５は、走査されないが、これら
の図で、ドット２３１５として示される細いウエスト部に焦点が合わせられる。デバイス
２２００は、ビーム２２１０および２２１５が、治療ビームのウエスト部の位置で、また
はその位置付近で交差するように（例えば、製造者により）位置合わせされ、ドット２３
１５が、線２３１０上で中心化される、またはほぼ中心化される。図２３Ａ～図２３Ｃは
、治療される組織（例えば、水晶体嚢）の顕微鏡（例えば、図２０の顕微鏡２０００）に
よるビューを示している。視覚化ビーム２２１０および２２１５の交差部が、治療される
組織に、またはその組織付近に位置決めされなかった場合、ドット２３１５および線２３
１０は、図２３Ａ～図２３Ｂで示すように、互いに位置がずれて見えることになる。さら
に操作者は、ドット２３１５が、線２３１０のどちらの側に位置するように見えるかに基
づいて、視覚化ビームが、治療される組織の前で交差しているか、それとも後方で交差し
ているかを判定することができる。デバイス２２００が、ビーム２２１０および２２１５
の交差部（したがって、治療ビームのウエスト部）を、治療される組織に、または組織付
近に位置決めするように調整された後、線２３１０およびドット２３１５は、図２３Ｃで
示すように重畳されて見えることになる。
【００５４】
　示された例は、線２３１０およびドット２３１５を使用しているが、交差するビーム２
２１０および２２１５に対して任意の他の適切なパターンを、治療される組織に対して治
療ビームのウエスト部の位置を特定し、かつ調整するために使用することができる。通常
、深さ位置合せモードで使用される視覚化パターンは、本明細書で前に述べたものとは異
なっている。示された例では、交差するビーム２２１０および２２１５は、走査器１９４
０を揺動させることにより、単一の視覚化レーザビームから生成されるが、治療ビームの
ウエスト部の位置を特定するために、交差する可視ビームの任意の他の適切な方法を使用
することもできる。ビーム２２１０および２２１５は、ここで述べた例のように、同じ波
長を有することができるが、異なる波長を有することもできる。
【００５５】
　デバイス２２００は、ここで述べた深さ位置合せモードを含むいくつかの様々な動作モ
ードの間で切換え可能にすることができる。例えば、いくつかの変形形態では、デバイス
２２００は少なくとも以下のモード間で切換え可能にすることができる、すなわち、
　・スタンバイモード：治療ビームおよびすべての視覚化ビームがオフである。
　・深さ位置合せモード：上記で述べたように、治療される組織の位置に対して、治療ビ
ーム光学系の焦点位置の調整を容易にするために、交差する視覚化ビームが使用される。
治療ビームは活動化されない。
　・準備完了モード：視覚化パターンが、治療をガイドするために水晶体嚢へと投影され
る。視覚化パターンは、眼の解剖学的構造に対して治療ビームの位置合せを容易にし、か
つ／または治療ビームを用いて生成される切開の望ましい周辺部を示すことができる。
　・放射モード：治療レーザビーム放射が活動化され、治療される組織上に入射する。
【００５６】
　図２４Ａを参照すると、デバイス２２００のいくつかの変形形態は、足で操作可能な制
御機構２４００を含むことができ、制御機構では、例えば、囲い板２４１０の上部に位置
する第１のボタン２４０５を活動化させて、スタンバイから深さ位置合せモードに切り換
えることができ、デバイスは、深さ位置合せモードに留まる。ボタン２４０５を再度活動
化させて、深さ位置合せモードから準備完了モードに切り換えることができ、デバイスは
、準備完了モードに留まる。デバイスが準備完了モードにある間に、囲まれた放射ボタン
２４１５が活動化されて、準備完了モードから放射モードへと切り換えることができ、治
療ビームおよび治療ビーム走査を活動化し、その後、デバイスはスタンバイモードに戻る
。代替的には、ボタン２４０５が再度活動化されて、準備完了モードからスタンバイモー
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ドへと切り換えることもできる。
【００５７】
　デバイス２２２０のいくつかの変形形態はまた、視覚化サイジングモードへ出入りする
切換えを行うことができる。視覚化サイジングモードでは、望ましい切開の位置決めをガ
イドし、したがって、治療ビームの望ましい閉曲線の位置決めをガイドするために、視覚
化サイジングパターンが前方水晶体嚢上に投影される。視覚化サイジングパターンのサイ
ズ（例えば、直径または他の寸法）は、治療ビームにより形成される望ましい切開の対応
する寸法を増加または減少させるように調整可能である。これらの変形形態では、デバイ
スは、以下の順序でモード間を切り換えることができる、例えば、スタンバイモード、深
さ位置合せモード、視覚化サイジングモード、準備完了モード、スタンバイモードである
。これは、例えば、上記で述べたようにボタン２４０５（図２４Ａ）の連続的な活動化に
より行うことができる。視覚化サイジングモード中に投影される視覚化サイジングパター
ンは、準備完了モードで投影される視覚化パターンと同じ幾何形状を有することができる
か、あるいは異なることもできる。デバイスがどのモードにあるかを操作者が認識するの
を容易にするために、視覚化サイジングパターンが、視覚化パターンとは幾何形状で異な
っていることは有利であり得る。
【００５８】
　図２４Ｂを参照すると、足で操作可能な制御機構２４００は、例えば、囲い板の内部も
しくは外部の側壁に位置するボタン２４２０Ａおよび２４２０Ｂをさらに含むことができ
、ボタンは、視覚化サイジングモード中に投影される視覚化パターンの寸法を増減するた
めに（かつそれに応じて、治療ビームにより形成される切開の望ましい半径、もしくは他
の寸法を増減するために）使用することができる。
【００５９】
　ここで述べた動作モード間を切り換えるために、任意の他の適切な切換え機構を使用す
ることができる。切換え機構は、例えば、手で操作されるように意図されたスイッチとす
ることができる、またはそのスイッチを含むことができる。さらに、上記で述べた足で操
作可能な制御機構２４００の、または任意の他の適切な切換え機構の変形形態は、深さ位
置合せモードからスタンバイモードに、視覚化サイジングモード（可能な場合）から深さ
位置合せモードに、または準備完了モードから視覚化サイジングモード（可能な場合）も
しくは深さ位置合せモードに、デバイスを切換え可能に構成することができる。これは、
例えば、これらの遷移を行うためのさらなる切換えボタンを用いて、または方向を逆にす
るボタンを用いて達成することができ、その場合、ボタン２４０５は、デバイスを一連の
モードを通って移動させる。
【００６０】
仮想の視覚化パターン
　上記で述べたように、眼科手術処置を支援するために、視覚化パターンを、１つまたは
複数の走査される視覚化レーザビームを用いて前方水晶体嚢上に投影することができる。
このような投影される視覚化パターンに対する代替形態として、外科的処置を支援するた
めに、仮想の視覚化パターンをディスプレイ上に提示し、前方水晶体嚢のビューと重畳す
ることができる。これらのパターンは、ディスプレイ上のシミュレートされた画像として
提示されるが、前方水晶体嚢上に実際に投影されていないという点で、仮想のものである
。上記で述べた視覚化パターンのいずれか、および他の任意の適切な視覚化パターンを、
このように仮想の視覚化パターンとして提示することができる。このような仮想の視覚化
パターンは、投影される視覚化パターンに関して上記で述べた目的のいずれかに対して使
用することができる。上記で述べた準備完了動作モード、および任意選択の視覚化サイジ
ング動作モードは、例えば、投影された視覚化パターンではなく、仮想の視覚化パターン
を使用することができる。したがって、本明細書で述べる治療デバイスの変形形態は、例
えば、図１９に関して述べた同一直線上にある視覚化レーザビームのない治療レーザビー
ムを使用することができる。
【００６１】
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　例えば、図２５は、顕微鏡２５１０と外部的に統合された、図１９のものと同様のレー
ザ走査治療デバイス２５００を示す。顕微鏡２５１０は、ヘッドアップディスプレイ２５
２０を含み、ディスプレイ２５２０上で、仮想の視覚化パターンを、治療ビーム１９２０
が送られる手術野の顕微鏡を通るビューと重畳させることができる。デバイス２５００は
、必ずしも必要ではないが、投影される視覚化パターンも提供するために、治療ビーム１
９２０と同一直線上にある視覚化ビームを提供してもよい。デバイス２５００は、図２５
で示すように外部的に統合されるのではなく、手術野と重畳される仮想の視覚化パターン
を提示するために、ヘッドアップディスプレイを使用する顕微鏡と内部的に一体化するこ
とができる。このように内部に統合することは、例えば、図２２で示されたものと同様に
行うことができる。手術野と重畳された１つまたは複数の仮想の視覚化パターンを表示す
るのに加えて、ヘッドアップディスプレイ２５２０は、外科的処置に関するデータまたは
パラメータを表示することができる。例えば、ディスプレイは、表示された仮想の視覚化
パターンが対応する切開部の寸法もしくは直径および／または治療デバイスの現在の動作
モード（例えば、上記で述べたスタンバイ、深さ位置合せ、視覚化サイジング、準備完了
、放射）を報告することができる。
【００６２】
視線の決定
　通常、眼の視線上に切開部を中心化することが望ましい。例えば、図１９～図２２、お
よび図２５を参照すると、視線は、低パワーの可視レーザビーム１９２０を眼へと送り、
患者をビームに固定させる（直接ビームをのぞき込む）ことにより、眼科手術処置中に決
定することができる。患者がレーザビームに対して固定されたとき、レーザビームは、患
者の眼の視線と同一直線上にある。レーザビーム１９２０は、低パワーの治療ビーム、例
えば、視覚化レーザビーム、または他の低パワーの可視レーザビームとすることができる
。レーザビームは、患者がビームに対して固定するのを容易にするために、例えば、約３
０ヘルツ未満など、患者により知覚可能な周波数で、明滅させることができる。明滅速度
は、患者がビームに対してさらに固定しやすいように、例えば、ランダムに変化させるこ
ともできる。
　このように明滅するレーザビーム１９２０は、眼科手術処置で使用される顕微鏡の光軸
に沿って、またはほぼそれに沿って眼に送ることができ（例えば、図２０～図２２、およ
び図２５のように）、したがって、手術野における視線の位置は、操作者により、かつ／
またはカメラ（図示せず）を用いて、顕微鏡を通して見ることができる。角膜縁または拡
張された瞳孔の中心からの視線のオフセットは、望ましい場合、それにより測定すること
ができる。仮想の視覚化パターンが、上記で述べたように、ヘッドアップディスプレイ上
で使用されている場合、それらのものおよび対応する治療ビーム経路は、視線に対して切
開部を中心化するように調整する、またはその他の形で、視線に対する切開部の位置およ
び／または方向を調整することができる。そうではなくて、視覚化パターンが、走査する
視覚化ビームを用いて前方水晶体嚢上に投影される場合、それらのものおよび対応する治
療ビーム経路は、視線に対して同様に調整することができる。
【００６３】
トーリックＩＯＬの方向付け
　トーリックＩＯＬは、２つの直角な軸に沿って異なる屈折力および焦点距離を有する。
トーリックＩＯＬは、通常、乱視、または眼における他の光学的な異常を補償する好まし
い方向付けで植え込まれる。トーリックＩＯＬの適正な方向付けは、トーリックＩＯＬを
通って返された後、眼の後部（例えば、網膜）からのレーザビームの反射を見ることによ
り、上記で述べたように、患者が固定されたレーザビーム（明滅してもよい）を用いて決
定することができる。反射は、観察者によって直接、またはカメラ（図示せず）を用いて
、顕微鏡（例えば、図２０～図２２、および図２５のように）を介して見ることができる
。トーリックＩＯＬの方向付けが正しくない場合、トーリックを通して見た眼の後部から
の反射は、弱く、楕円形状を有する。トーリックＩＯＬの方向付けが正しい場合、眼の後
部からの反射はより強くなり、またより小さく、丸いスポットとして見えるようになる。
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【００６４】
　眼の後部からのレーザビームの反射のビューは、線形に偏光させたレーザビームを使用
し、かつ交差させた偏光子を通して眼の後部からの反射を見ることにより、向上させるこ
とができる。眼の前面（例えば、角膜）から、およびＩＯＬからのレーザビームの反射は
、入射するレーザビームの線形偏光を維持する傾向がある。反射光というよりも散乱光と
述べる方がよい可能性のある眼の後部からの反射は、入射レーザビームよりも偏光が少な
いことになる。交差させた偏向子は、したがって、眼の前面から、およびＩＯＬからの反
射のかなりの部分を拒絶するが、眼の後部からの反射された、または散乱された光のかな
りの部分を通過させる傾向がある。
【００６５】
眼の追跡
　瞳孔または眼の他の機構の位置は、カメラを用いて赤外照明下で眼を撮像することによ
り、上記で述べたデバイスおよび方法を用いて追跡することができる。眼科手術中（治療
レーザビームを使用する前もしくは使用中）における眼の位置の変化は、それに従って治
療レーザの目標を調整するために、走査するレーザ治療デバイスに対する制御システムに
フィードバックすることができる。
【００６６】
光吸収剤の検出
　前方水晶体嚢に開口部を設けるためにレーザ支援の熱的組織分離を容易にするように、
光吸収剤が使用される本明細書で述べる処置の変形形態では、治療を実施する前に、光吸
収剤が正しく配置されていることを光学的に、または視覚的に確認することが望ましいは
ずである。特に、網膜、または眼の内部の他の部分を損傷する可能性のあるレベルで、嚢
を通して治療ビームが送られるのを阻止するように、十分な光吸収剤が嚢上に、または嚢
内に存在することを確認することが望ましいはずである。治療ビーム経路に沿って、嚢の
完全な熱分離を生ずるように、十分な光吸収剤が嚢上に、または嚢内に存在することを確
認することはさらに望ましいはずである。
【００６７】
　嚢を通る治療ビームの安全ではない伝達は、潜在的に、治療される組織上に入射する治
療ビーム強度が、網膜に対して安全であると見なされる所定の閾値を超えており、かつ治
療ビームが治療される組織上で走査される速度（滞留時間）に対して、治療される組織を
通して伝達される治療ビームの強度を安全な閾値未満に低下させるのに十分な治療ビーム
光を吸収するためには、治療される組織に不十分な光吸収剤が存在している場合に生ずる
可能性がある。嚢を通る治療ビームの安全ではない伝達はまた、潜在的に、治療される組
織上に入射する治療ビーム強度が網膜に対して安全と見なされる所定の閾値を超えており
、かつ治療ビーム強度および走査速度が、治療ビームがまだ入射している位置において熱
的な組織分離が生じている、または完了に達している場合に生ずる可能性がある。熱的な
組織分離は、治療ビームがその位置を走査して通過した後、治療ビーム経路上の特定の位
置で生ずる、または完了に達することが好ましい。
　嚢を通る治療ビームの安全ではない伝達は、例えば、治療される組織上に光吸収剤の十
分な量を配置し、治療ビーム走査速度を十分に速くなるように選択し、かつ／または治療
される組織上に入射する治療ビーム強度（パワーおよびスポットサイズにより決められる
）を十分に低く選択することにより、阻止することができる。
【００６８】
　例えば、図２６Ａは、約５７７ナノメートルの波長、および治療ビームに適したパワー
を有するレーザビームが、約４５０ミリ秒の間、前方水晶体嚢（死体からの）上で約２０
０μｍの直径を有する静止スポットに焦点を合わせた、測定のためのオシロスコープトレ
ースを示している。前方水晶体嚢は、光吸収剤トリパンブルーを用いて処理されている。
オシロスコープトレースの水平軸は時間を表し、また垂直軸は嚢を通る治療ビームの透過
率を表し、透過率は、垂直軸に沿って下方向に増加する。明確にするために、図２６Ａの
データはまた、透過率が、垂直軸に沿って上方向に増加する図２６Ｂの透過率対時間のプ
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ロットでも示されている。
　これらの図が示すように、この測定条件下で、水晶体嚢を通る治療ビームの透過率は、
最初は時間と共にゆっくりと増加し、次いで、約２０で％水平になり、その後、約８０ミ
リ秒で生ずる、はるかに高い透過率への突然の遷移（ブレイクスルー）が行われる。同じ
波長、パワー、およびスポットサイズを有する走査治療ビームは、治療ビーム経路上の任
意の所与の位置における、例えば、約６０ミリ秒以下の滞留時間を有することもできるが
、その場合は、「ブレイクスルー」は、走査中に生じないはずである。
【００６９】
　水晶体嚢上に、またはその内部に存在する光吸収剤の量は、例えば、水晶体嚢および（
任意選択で）虹彩、強膜領域、および／または外科的接触レンズからの広帯域（例えば、
白色）光の反射を測定することにより評価することができる。広帯域光は、例えば、上記
で述べた治療デバイスと統合された顕微鏡と組み合わせた従来の顕微鏡照明を用いて提供
することができ、また広帯域光の反射強度は、例えば、顕微鏡と統合された従来の静止カ
メラもしくはビデオカメラを用いて測定することができる。反射された光の画像は、例え
ば、従来のコンピュータを用いて解析することができる。さらに、または代替的に、光吸
収剤は、水晶体嚢および（任意選択の）虹彩、強膜領域、および／または外科的接触レン
ズからの狭帯域検出レーザビームの反射の強度を同様に測定することにより評価すること
ができる。上記で述べた治療デバイスでは、検出レーザビームは、例えば、治療および視
覚化ビームを送達する同じ光ファイバを通して提供することができる。視覚化パターンレ
ーザは、例えば、検出レーザビームを提供することができる。検出レーザは、例えば、治
療経路上の光吸収剤の存在および量を求めるために、治療経路に沿って走査することがで
きる。
【００７０】
　反射率測定が行われる波長に応じて、光吸収剤は、嚢内に、または嚢上に存在するとき
、光を吸収し、かつ嚢からの反射を減少させることにより、または嚢組織よりもより強く
光を反射し、かつ嚢からの反射を増加させることにより、嚢からの反射に影響を与えるこ
とができる。（光吸収剤は、治療波長で、嚢組織よりもより強力に吸収するが、他の波長
では、嚢組織よりもより反射性があり得る）。いずれの場合であっても、反射測定は、嚢
上に、または嚢内に存在する光吸収剤の量を評価するために使用することができる。
【００７１】
　反射測定は、光吸収剤を水晶体嚢に導入する前と後の両方で行うことができる。以下で
さらに論ずるように、これは、例えば、光吸収剤が嚢に加えられる前と後に測定された嚢
からの反射強度の間の差を測定することにより、光吸収剤から得られたバックグラウンド
補正された相対反射率の測定を可能にする。通常、光吸収剤は、虹彩、強膜領域、および
使用される何らかの外科的接触レンズには適用されず、したがって、虹彩、強膜領域、お
よび外科的接触レンズからの反射に影響を与えるべきではない。その結果、以下でさらに
論ずるように、嚢への光吸収剤の適用前後に測定された、虹彩、強膜領域、および外科的
接触レンズからの反射は、嚢からの反射強度を調整する（例えば、正規化する、基準化す
る、またはバックグラウンド補正する）ために使用することができる。これらの調整は、
例えば、測定の「前」と「後」の間で生ずる眼の方向の小変化に対して、または光吸収剤
の適用に関連のない反射測定における他の差に対して補償することができる。虹彩、強膜
領域、および外科的接触レンズからの反射強度の「前」／「後」測定はまた、嚢上の、ま
たは嚢内の光吸収剤から得られる絶対反射率を測定できるようにする。
【００７２】
　図２７Ａは、例示的な画像を示し、また図２７Ｂは、相対反射率のプロットを示してお
り、相対反射率は、嚢に加えられる光吸収剤の量が増加すると、水晶体嚢からの広帯域照
明の相対反射率が減少することを示している。同様に、図２８Ａは、例示的な画像を示し
、また図２８Ｂは、相対反射率のプロットを示しており、相対反射率は、嚢に加えられる
光吸収剤の量が増加すると、水晶体嚢からの狭帯域（赤色）の視覚化レーザ照明の相対反
射率が減少することを示している。
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【００７３】
　いくつかの変形形態では、コンピュータで実施される自動の解剖学的認識アルゴリズム
は、光吸収剤が、嚢に加えられる前に、眼から反射された広帯域光の画像のうちの嚢領域
、ならびにおよび任意選択で虹彩および／または強膜領域を識別する。赤、緑、および／
または青の、任意選択で空間的な平均値であってもよい反射強度値が画像の嚢領域で求め
られるが、画像の虹彩および／または強膜領域であってもよい。光検出器（例えば、カメ
ラ）が飽和している可能性のある画像の明るい領域は、独立して処理され、使用すること
もあり、使用しないこともある。自動認識アルゴリズムは、正確な嚢識別、および反射率
測定を確実に行うために、また任意選択で飽和領域を減らすために、照明レベルを調整す
ることができる。同様に、コンピュータで実施される自動の解剖学的認識アルゴリズムは
、光吸収剤が嚢に加えられた後、眼から反射された広帯域光の画像のうちの嚢領域を、任
意選択で虹彩および／または強膜領域を識別する。赤、緑、および／または青の、任意選
択で空間的な平均値であってもよい反射強度値が画像の嚢領域で求められるが、画像の虹
彩および／または強膜領域であってもよい。光検出器（例えば、カメラ）が飽和している
可能性のある画像の明るい領域は、独立して処理され、使用することもあり、使用しない
こともある。自動認識アルゴリズムは、正確な嚢識別、および反射率測定を確実に行うた
めに、また任意選択で飽和した領域を減らすために、照明レベルを調整することができる
。
【００７４】
　虹彩に対する嚢の赤、緑、および／または青の相対反射率は、「前」と「後」の両方の
画像に対して測定された強度から計算することができる。代替的に、またはさらに、強膜
領域に対する嚢の赤、緑、および／または青の相対反射率は、「前」と「後」の両方の画
像に対して測定された強度から計算することができる。代替的に、またはさらに、画像の
平均的な全体強度に対する嚢の赤、緑、および／または青の相対反射率は、「前」と「後
」の両方の画像に対して測定された強度から計算することができる。代替的に、またはさ
らに、固定された照明強度に対する嚢の赤、緑、および／または青の相対反射率は、「前
」と「後」の両方の画像に対して測定された強度から計算することができる。これらの様
々に求められた反射率値は、嚢内に、または嚢上に存在する光吸収剤の量を評価するため
に使用することができる。
【００７５】
　他の変形形態では、コンピュータで実施される自動の解剖学的認識アルゴリズムは、光
吸収剤が嚢に加えられる前に、眼から反射された狭帯域（例えば、検出レーザ）光の画像
のうちの嚢領域、ならびに任意選択で虹彩および／または強膜領域を識別する。反射強度
値は、任意選択で空間的な平均値であってもよいが、画像のうちの嚢領域、ならびに任意
選択で画像の虹彩および／または強膜領域で測定される。光検出器（例えば、カメラ）が
飽和している可能性のある画像の明るい領域は、独立して処理され、使用することもあり
、使用しないこともある。自動認識アルゴリズムは、正確な嚢識別、および反射率測定を
確実に行うために、また任意選択で飽和領域を減らすために、照明レベルを調整すること
ができる。同様に、コンピュータで実施される自動の解剖学的認識アルゴリズムは、光吸
収剤が嚢に加えられた後に、眼から反射された狭帯域（例えば、検出レーザ）光の嚢領域
、ならびに任意選択で虹彩および／または強膜領域を識別する。反射強度値は、任意選択
で空間的な平均値であってもよいが、画像のうちの嚢領域、ならびに任意選択で画像の虹
彩および／または強膜領域で測定される。光検出器（例えば、カメラ）が飽和している可
能性のある画像の明るい領域は、独立して処理され、使用することもあり、使用しないこ
ともある。自動認識アルゴリズムは、正確な嚢識別、および反射率測定を確実に行うため
に、また任意選択で飽和した領域を減らすために、照明レベルを調整することができる。
【００７６】
　虹彩に対する嚢の相対反射率は、「前」と「後」の両方の画像に対して測定された強度
から計算することができる。代替的に、またはさらに、強膜領域に対する嚢の相対反射率
は、「前」と「後」の両方の画像に対して測定された強度から計算することができる。代
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替的に、またはさらに、画像の平均的な全体強度に対する嚢の相対反射率は、「前」と「
後」の両方の画像に対して測定された強度から計算することができる。代替的に、または
さらに、固定された照明強度に対する相対反射率は、「前」と「後」の両方の画像に対し
て測定された強度から計算することができる。これらの様々に求められた反射率値は、嚢
内に、または嚢上に存在する光吸収剤の量を評価するために使用することができる。
【００７７】
　ここで述べた反射率測定および解析方法では、虹彩、嚢、および強膜の顕微鏡ビューの
自動化された解剖学的認識は、画像を解析して３つの主な領域を求めることにより実施す
ることができる。ほぼ円形である第１の領域は、嚢もしくは瞳孔を表し、通常、約４ｍｍ
から約１２ｍｍの直径を有する。第２の領域は、第１の領域に対して同心のほぼ円形の帯
であり、通常、約０．５ｍｍから約５ｍｍの幅を有する。この第２の領域は虹彩を表す。
この領域に対する画像からのカラーテクスチャは、構造化され、着色された組織の反射か
らのものであり、自動認識に利用することができる。第３の領域は、第１および第２の領
域に対して同心であり、強膜を表す。この領域は、照明光を有効に反射し、自動認識で利
用できる構造化された血管を有することができる。
【００７８】
　光吸収剤が、相対反射率が測定される波長で光を吸収する場合、相対反射率測定は、嚢
を通る治療ビームの透過率と正相関があることになる。すなわち、嚢における光吸収剤の
量が増加すると、（例えば、検出レーザの、または広帯域照明の成分の）相対反射率と治
療ビームの透過率は共に減少することになる。この状況の例が、例えば、図２９および図
３０のプロットで示されている。
【００７９】
　相対反射率と治療ビーム透過率の間のこのような相関は、例えば、死体からの眼で測定
することができ、生きている患者に対する治療を知らせる、または制御するために使用す
ることができる。
　例えば、安全な治療は、嚢を通る治療ビームの透過率が、何らかの所定の閾値未満であ
ることを必要とし、それは、特定の相対反射率閾値と相関がある。図３０では、例えば、
２０％の透過率閾値は、６０％の相対反射率閾値に相当する。光吸収剤が投与された後に
、患者の眼で測定された相対反射率が、反射率閾値未満である場合、嚢を通る治療ビーム
の透過率は、許容限界未満であり、治療を進めることができる。相対反射率が高すぎる場
合、相対反射率が相対反射率閾値に、またはそれ以下となるように測定されるまで、例え
ば、さらなる光吸収剤を与えることができる。
【００８０】
　代替的に、またはさらに、光吸収剤が投与された後、例えば、治療レーザパワー、波長
、スポットサイズ、および／または走査速度などの治療パラメータを、相対反射率の測定
に基づいて選択する、かつ／または制御することができ、したがって、治療は最適に実施
され、嚢を通る治療ビームの透過率は、治療の全体を通して、所定の閾値より低いままで
ある。治療デバイスは、例えば、治療パラメータを反射率測定値にマッピングするルック
アップテーブルを利用することができる。
　反射率測定値はまた、例えば、選択された／事前にプログラムされた治療ビームパラメ
ータが適用されたとき、前嚢の完全なレーザ熱分離が得られるように、治療ビーム経路に
沿って、十分な光吸収剤が存在することを確認するために使用することができる。これは
、例えば、完全な治療経路を含む領域の画像を（例えば、上記で述べたように）解析して
、反射率が、全体の経路に沿って所定の（例えば、事前にプログラムされた）値未満であ
ることを保証することにより、達成することができる。
　代替の手法では、光吸収剤は、光吸収剤から蛍光を励起して検出することにより、検出
することができる。これは、例えば、治療ビームを用いて、または治療ビームの減衰した
部分を用いて行うことができる。このような測定は、治療走査に必要な光吸収剤が欠乏す
るのを回避するために、治療位置から離れて行ってもよい。光吸収剤の存在を示す蛍光は
、例えば、上記で述べたように、治療デバイスと統合された顕微鏡を介して観察または検
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【００８１】
　本開示は例示的なものであり、限定するものではない。本開示を考慮すると、さらなる
変更形態も当業者には明らかであり、添付の特許請求の範囲に含まれるように意図されて
いる。例えば、いくつかの変形形態では、上記で述べた方法およびデバイスで視覚化およ
び／または治療レーザビームを生成するために、連続波レーザに代えて、パルス送りレー
ザを使用することができる。さらに、前方水晶体嚢組織を切除することなく、閉曲線に沿
って熱的組織分離を生ずるものとして、治療ビームが上記で述べられているが、本明細書
で述べるデバイスおよび方法は、それに代えて、例えば、レーザで誘起される組織の切除
など、他のレーザで誘起される機構により、閉曲線に沿って組織の分離を生ずる治療ビー
ムを使用することもできる。特に、様々な治療ビームパターン、投影される仮想の視覚化
パターン、眼の視線を決定する方法、トーリックＩＯＬの方向付けを評価する方法、およ
び本明細書で述べた関連する方法およびデバイスは、任意の適切な機構により、閉経路に
沿って前方水晶体嚢の分離を生ずる治療レーザを用いて使用することができる。

【図１】

【図２】

【図３Ａ－３Ｈ】
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【図１２Ｉ】 【図１２Ｊ】
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